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巻 頭 言

今こそ考えてみる,学会誌の機能と役割

産業技術総合研究所物質計測標準研究部門　
伊藤賢志

「よく考えてから行動しなさい」この言葉は多くの
方が子供の頃から耳にしてきたことでしょう. しかし,

元英国首相ベンジャミン・ディズレーリの「経験は思
考から生まれ, 思考は行動から生まれる」という真っ
向から対立する格言は, 特に研究者にとって示唆に富
んだ視点を提供してくれます. 私たちが研究を進める
中で,この「行動から思考が生まれる」というプロセス
は不可欠です. 純粋で好奇心旺盛な子供たちのように
行動を起こし, その結果, 特に失敗事例を反省し, 分析
することで, より深い理解や新たな疑問が浮かび上が
ります. それがまた次の行動を促し,新しい発見やアイ
デアに繋がっていくのです. このサイクルこそが,セレ
ンディピティの源,かつ科学的探求の核心であり, 研究
者の成長を支える原動力となります.

最近, 若手研究員とのディスカッションが増えたこ
ともあり,この「行動から思考が生まれる」プロセスに
関連して,「言語化」の重要性について改めて気づかさ
れました. 研究者同士のコミュニケーションやアイデ
アの共有において,言語化は欠かせない要素です. 自身
の考えや発見を適切に言語化することで, 論理的思考
力を高め,識見を深めるとともに, 他者との共感や理解
が生まれ, さらに新たなアイデアが生まれる土壌が形
成されます. 言語化は,単なる情報伝達の手段だけでは
なく,思考そのものを深化させる手段でもあるのです.

さて, 学会誌や学会のあり方について議論が始まっ
ています. 情報処理技術とネットワーク機能が高度化
する中で,従来型手法の是非が問われています. 本誌を
企画し,半年ごとに刊行している編集委員会では, 定期

Let’s remember back the ability and role of this journal
Kenji Ito (MCM, NMIJ, AIST),
〒305–8565つくば市東 1–1–1中央５群
E-mail: k-ito@aist.go.jp

的に集まり,掲載記事のアイデアを持ち寄り, 放射線化
学にまつわる研究動向を踏まえつつ, 一つの号にまと
めるべき記事を選定し, 出稿を依頼するために目当て
の研究者に打診します. この一連の作業ではコミュニ
ケーションが重要な役割を果たし, 言語と知識の共有
が促進されます. つまり,編集委員会の活動は,学会の
もつ一つの大きな脳, すなわち学識深化のエンジンと
して強力に機能しているのです.

また, 学会誌は研究者同士の時空を超えたネット
ワーク構築にも有用です. 論文や記事を通じて研究者
たちは互いの研究内容を知り, 議論を深めることがで
き,異なる分野の研究者同士が協力し合い, 新たな研究
の方向性を見出すことが可能になります. 脈々と続い
てきた編集活動と研究者たちの知識と経験の集大成と
して 118号を数える本誌は,諸先輩方の研究成果を学
び,それを基に新たな研究を展開し, 分野を拡張するこ
とで,科学の進歩を促進する役割も果たしています.

情報発信のあり方についても,技術革新に応じた「手
段と手法」の高度化が必要である一方,「発信のコア」
となる知識の深化があってこそ意味があります. イン
ターネットやデジタル技術の発展により, 情報の伝達
速度や範囲は飛躍的に向上しました. しかし,どれだけ
迅速かつ広範に情報が伝達されても, その中身が伴わ
なければ意味がありません. 学会誌が持つこの素晴ら
しい可能性を学会メンバーが今一度認識することによ
り, 学会機能の一つとして最大限活用していけるので
はないでしょうか.

経験の蓄積とコミュニケーションの要, あるいは知
識と思考の深化エンジンとして, 学会誌が持つユニー
クな機能を今一度見直してみてはいかがでしょう.
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展 望・解 説

放射線，低温プラズマおよび超音波によるフリーラジカル生成

名古屋大学低温プラズマ科学研究センター　
近藤隆∗

名古屋大学未来材料・システム研究所　
熊谷純

名古屋大学・大学院工学研究科　
安田啓司

名古屋大学低温プラズマ科学研究センター　
井上健一,橋爪博司,田中宏昌,石川健治,堀勝

Ionizing radiation, ultrasound, and low-temperature
plasma are three physical factors which generate free
radicals in the liquid phase or ultimately produce reactive
oxygen species (ROS) in the cells for their biological
action, as summarized. Radiation can induce ROS pro-
duction in the liquid phase and intracellularly. Ultrasound
also induces ROS in the liquid phase, but this is attributed
to the occurrence of cavitation, which means more than
a specified amount of ultrasound intensity (acoustic
pressure). However, intracellular ROS generation due
to ultrasound is unlikely due to intracellular viscosity.
The low-temperature plasma induces efficiently ROS
in aqueous solutions and subsequently introduces ROS
intracellularly. Here, the similarities and differences
between radiation chemistry, sonochemistry, and plasma
chemistry are explained. Further, the evidence for free
radical formation in the liquid phase and their role in
the biological effects induced by ionizing radiation,
ultrasound, and low-temperature plasma are discussed.

Keywords: ionizing radiation, low-temperature plasma,
ultrasound, ROS, RNS

Comparison of free radical formation induced by ionizing radi-
ation, low-temperature plasma, and ultrasound
Takashi Kondo∗ (Center for Low-temperature Plasma Sciences,
Nagoya University), Jun Kumagai (Institute of Materials
and Systems for Sustainability, Nagoya University), Keiji
Yasuda (Graduate School of Engineering, Nagoya Univer-
sity), Ken-ichi Inoue, Hiroshi Hashizume, Hiromasa Tanaka,
Kenji Ishikawa and Masaru Hori (Center for Low-temperature
Plasma Sciences, Nagoya University),
〒464–8603名古屋市千種区不老町
TEL: 052–788–6075, E-mail: kondou.takashi.i2@f.mail.nagoya-u.ac.jp

1 はじめに

近年，多くの物理的因子が医学の診断・治療に応用
されている．特に電磁波放射線である X線は診断・治
療に必須であり，新たに粒子放射線である陽子，重粒
子，中性子等もがん治療に利用され，いわゆる難治性
がんでは画期的な治療成績をあげている．
プラズマもすでに治療に使われている. 胃や鼻腔表
面の組織凝固壊死を誘導するアルゴンプラズマを用い
た熱凝固装置である．これらは熱プラズマであるが，
近年，低温大気圧プラズマ（以下低温プラズマ）技術
の発展が目覚ましく，多くの研究報告がなされ，医療
応用を目指した開発が進められている1)．利用目的も
多岐にわたり，殺菌・滅菌，細胞増殖制御，遺伝子導
入，吸入療法，止血，がん治療，創傷治療等がある．
超音波は広く診断に利用されてきており，加えて微
小気泡の利用は造影超音波として発展し，最近では組
織の硬さを画像として表すエラストグラフィーが臨床
利用されている．一方，治療への応用も進んできた．
例をあげると，理学療法からがんのハイパーサーミ
ア治療へと利用され，その後は集束超音波治療（High
Intensity Focused Ultrasound; HIFU），低強度パルス超
音波（Low Intensity Pulsed Ultrasound; LIPUS）を用い
た治療が注目される2)．
これらに共通するのは放射線，低温プラズマおよび
超音波を水に照射すると水中にフリーラジカルが生成
ことである．しかし，その生成機序は異なり,生成す
る活性種の種類も異なる3)．本稿では，これらの違い
について比較し，概説する.
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2 放射線によるフリーラジカル生成

放射線が物質中を通過すると，飛跡に沿って不連続
にエネルギーを放出する．電磁波である X 線の場合
には，物質との相互作用による光電子やコンプトン電
子が飛跡を作る．これらの電子は飛跡の中で，電離と
励起を不連続に起こす．ここで生じた一次電子は，二
次電子にエネルギーを与え，直径約 2 nmの球状の中
に 60 eV–80 eVのエネルギーを付与し，いくつかのイ
オン対（スパー）を作る4)．生体の約 80 % は水であ
り，生体では放射線のエネルギーの 8割が水に吸収さ
れ，電離と励起を起こす．ここでの化学反応は Fig. 1
に示したが，初期にはスパー内に •OH，•H，水和電子
（e−aq），H3O+ が生じ，さらに再結合を含めた反応が起
き，H2O2，H2 等が生じる．これらの反応は 10−7 秒と
いう極めて短時間に起こるので，微視的には不連続な
反応であっても，系全体としては均一かつ連続的反応
と思われる．
大気下の水が放射線と相互作用した場合，活性窒素

（Reactive nitrogen species; RNS）はほとんど生成しな
い（Table 1）．放射線は大気中または溶存しているN2

よりもイオン化ポテンシャルが低く量的にも圧倒的
に多い H2O と相互作用する．荷電粒子の場合は直接
H2Oの電子と，γ線や X線の場合は 2次電子がH2Oの
電子と相互作用し，イオン化あるいは励起を起こす．
励起の割合は 10 %程度と思われる．仮に，N2 がイオ
ン化されても H2O のイオン化ポテンシャルの方が低
いために H2Oに電荷移動し，N2 がラジカルになる機
会はない．また，N2の電子親和力はほぼゼロかマイナ
スで，まず電子を受け取ることはできない．それに比
べ O2 は電子親和力がプラスの値を持ち，電子を受け
入れ O−2 アニオンになる．N2 は価電子の σ，π軌道が
すべて満たされているので，電子を受け取る傾向も手
放す傾向も小さい．したがって，N2 は電子親和力が小
さいだけでなく，第一イオン化エネルギーも大きいこ
とによって RNSが生成しにくい．
以下に水の放射線分解とその後の代表的反応につい

て記載する.
水分子の励起（Excitation）

H2O→ H2O∗ → •OH + •H

水分子の電離（Ionization）

H2O→ H2O+ + e−

H2O + H2O+ → H3O+aq +
•OH

Photoelectric effect
Compton scattering
Electron pair production

e-

2 nm

OH
.

OH
H

OH

H2O2

e-

e–aq

H3O+

H3O+

H3O+  •H

H2O2 e–aq

Spur 
formation

2 nm

EM

H2

e–aq

OH

•OH

Figure 1. Free radical generation induced by
ionizing radiation of photon in water. Elec-
tromagnetic wave (EM) induces photoelectric
effects, Compton scattering, and electron pair
production. Generated electrons and reactive
species form “spur” and diffuse to be homoge-
neous.

e− + H2O→ •OH + H−

e− + nH2O→ e−aq（水和電子，hydrated electron)

イオンやラジカルの再結合（Recombination of ions
and radicals）

H3O+aq + e−aq → •H + H2O

•OH + •OH→ H2O2

•H + •H→ H2

e−aq +
•OH→ OH−

酸素があれば

O2 + e−aq → O•−2

O2 +
•H→ •HO2 ↔ H+ + O•−2
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放射線，低温プラズマおよび超音波によるフリーラジカル生成

Table 1. Characteristics of ionizing radiation, low-temperature plasma, and ultrasound.

Mode Ionizing radiation Low-temperature plasma Ultrasound

Energy high low very low

(more than 0.1 keV) (∼1 eV) (less than 10−4 eV)

Thermal effect very small small large

Mechanical effect no no large

Reactive species ROS, e−aq ROS, RNS, e−aq, excited gas ROS1, RNS1

Effect of gases large effect of oxygen2 large3 large4

Reaction in gas phase no large no

Distance dependency small large large

Bio-effects of exposed Solution5 none or small very large none or small

Effect of shape of container none or small very large very large

DNA damage

Solution DSB<SSB DSB<SSB SSB<DSB6

Cell DSB�SSB7 0∼DSB�SSB SSB<DSB

1 Depend on occurrence of inertial cavitation.
2 Oxygen effect and the maximum of oxygen enhancement ratio is 3.
3 RNS formation depends on nitrogen. Formation of ROS is inversely dependent of ionizing energy of gases.
4 Cavitation activity depends on the specific heat ratio of gas, γ, which is equal to cp divided by cv.
5 Plasma-treated solution contains plasma-activated medium (PAM), plasma-activated lactate solution (PAL),

plasma-activated water (PAW), etc.
6 DSB (double strand break of DNA) is due to mechanical effects of ultrasound, and its yield is superior than SSB

(single strand break).
7 Ionizing radiation induces ca. 1,000 SSB/cell/Gy and ca. 40 DSB/cell/Gy.

還元性活性種である水和電子や水素原子から O•−2 が生
成する．

3 低温プラズマによるフリーラジカル生成

低温プラズマとはおおむね常温常圧で生成するプラ
ズマである．同様の意味で大気圧プラズマ，低温大気
圧プラズマ，非平衡大気圧プラズマ，非熱大気圧プラ
ズマと称する場合もある．また，使用する気体により
Arプラズマや Heプラズマと称する場合もある．本条
件では高電圧放電によるプラズマで生成した活性種が
担体気流で急速に液相面に運ばれ溶液中に活性種が生
成する．そのため気液界面の反応が重要であるととも
に多量の活性種が生成する（Fig. 2）．
一例として低温アルゴン（Ar）プラズマと放射線

（X 線）の生物効果について，ヒトリンパ腫細胞株
U937を用いてアポトーシス（細胞死）を指標に両者
を比較した5)．その結果 Ar プラズマ１分間の照射で
は 15 % アポトーシスが誘発された．また，X 線で
は同様の効果を得るのに吸収線量で 7.5 Gy（J/kg）が
必要であった．Ar プラズマと X線により生成された
代表的活性酸素種である OHラジカルを DMPO（5,5-
dimethyl-1-pyrroline-N-oxide）をスピン捕捉剤として用
い，EPR（Electron Paramagnetic Resonance）－スピン
捕捉法で定量的に比較した．Ar プラズマ 1 分間照射
時の OH ラジカル量は約 5.8 × 10−5 M であった．ま
た，X 線照射で同様の収率を得るには，225 Gy を必
要とした．したがって，液中における OHラジカル生
成量を同じ生物学的効果（アポトーシスが 15 %生成
する条件）で比較すると，X線より 30（225/7.5）倍多
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High voltage

Carrier gas

H2O2, H , OH , NO2, 
HNO2 , HNO3

Liquid phase

UV, EM, electron, metastable

Gas phase

e–, H2O*, O , H, OH

O3, 1O2, NO, NO2, HNO2

Ionization
Excitation

Figure 2. Free radical generation induced by
low-temperature plasma. First, low-temperature
plasma produces ultraviolet(UV), electromag-
netic waves (EM), electrons, meta-stables, and
various reactive oxygen and nitrogen species in
the gas phase. Second, reactive oxygen and ni-
trogen species, and these reaction products are
formed in the liquid phase.

いことになる6)．同様に He プラズマについて，別な
ヒト白血病細胞株Molt-4細胞を用いても比較したが，
この場合には約 24 倍多いとする結果を得た7)．これ
らの結果は，低温プラズマは細胞外に多量にOHラジ
カルを生成するが，それらのアポトーシスへの寄与は
低いといえる．一方で，低温プラズマの短時間照射に
より，多量の活性酸素種が水溶液中に生成可能なこと
は，プラズマ活性溶液の作成に効果的といえる．大気
圧プラズマでは活性窒素種も生成し，生物学的にも重
要な役割を担う．まず，窒素分子と電子との反応によ

り，N2 + e → e + N + Nの反応が起きる．プラズマ領
域内では，励起窒素分子 (N2(A))も生成され，気体の
流れで周囲に拡がっていく過程で，酸素分子との反応
（N2(A)＋ O2 → NO+N+O）で NOと NおよびOを生
成する．さらに，N + O2 → NO +Oでも NOは生成さ
れる．このように空気（N2と O2 の混合条件下）では，
N2 と水表面上で，プラズマの気相反応により NO が
容易に生成され，RNSが生成する．これらの反応経路
の温度依存性に強く影響を受けて，ガス温度が 1000K
以上を境にして，温度が高いほど NOの生成は多くな
る．解離した原子は，さらに反応（N+O2 → NO+O，
N2+O→ NO+N，N+O→ NO）し，生成したNOがさ
らに酸素と反応し，窒素酸化物（N2O，NO，NO2，NO3

，N2O5 など）を生成する．NO や NO2 は OH との反
応で，水に溶解しやすい HNO2 や HNO3 を生成する．
NOはスーパーオキシドとの反応NO + O−2 → ONOO−

により，細胞毒性の強いパーオキシナイトライトを生
成する．以上，活性窒素種の生成は放射線にはない大
気圧プラズマの重要な特徴である8)．
一般的に点線源から放出された放射線は距離の 2乗
に反比例して線量率が下がるが，気体との相互作用は
小さくその線量率減少はわずかである．一方，低温プ
ラズマでは気体との相互作用による影響は極めて大き
い．Takedaらによれば，低温プラズマによる活性種生
成は mm単位の距離により変化し，プラズマジェット
内では OH ラジカルや O 原子は減少し，逆に NO は
増加する．さらに，ジェット外では OHラジカルはさ
らに減少，消失するが，O原子の減少程度は緩和され
る9).
以下に低温プラズマを水に照射した際の気相および
気液界面での代表的反応について記載する．
電子と水分子，酸素分子および窒素分子とが反応
する．

H2O + e− → e− + •OH + •H

O2 + e− → e− + •O• + •O•

N2 + e− → e− + •N + •N

これらの再結合反応
•OH + •OH→ H2O2

•H + •H→ H2

•N + •N→ N2

酸素原子との反応
•O• + •OH→ O2 +

•H

6 放 射 線 化 学
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•O• + •N→ •NO

•O• + O2 → O3

窒素原子との反応が起こる．
•N + •OH→ •NO + •H
•N + •HO2 → •NO + •OH

一酸化窒素との反応や
•NO + •O• → •NO2

•NO + •OH→ HNO2

•NO2 +
•OH→ HNO3

•NO + •H→ •N + •OH

酸素分子との反応もある．

O2 +
•H→ •HO2 � H+ + O•−2

O2 + 2•NO→ 2•NO2

以上，低温プラズマの特徴として，多量の活性酸素種
を生成するとともに活性窒素種を生成し，生体作用で
大きな役割を果たす．

4 超音波によるフリーラジカル生成

超音波の生物影響を担う作用として，熱作用と非熱
作用があり，後者はキャビテーション（空洞現象）作
用と非キャビテーション作用に分類される．このうち
キャビテーションは超音波の生物作用を担う特徴的作
用である．これは液体や溶液中に周期的な高圧と低圧
の圧力場が生じ，負の圧力が液体を維持するのに必要
な力に打ち勝ったときに空洞（cavity）を生じる現象
である．キャビテーションは，non-inertial（非慣性型，
安定型）キャビテーションと inertial（慣性型，崩壊
型，過渡的）キャビテーションとに分けられる．後者
の場合，キャビテーション気泡は，周期的に変化する
音圧中で断続的に膨張と収縮を繰り返した後，最終的
に圧壊する．この圧壊時には，局所的に数千度という
高温あるいは数百気圧の高圧が生じる．これらの極限
環境は水分子を直接分解し，•OHおよび •Hが生成す
る10, 11)．また，キャビテーション気泡の圧壊は気泡近
傍の液体にも影響し，衝撃波を発生させる等，流体力
学的機械的作用を発生させる．非キャビテーション作
用には，音波の伝播にともなう，放射圧，放射力，放
射トルクや音響流があり，超音波作用の特徴である．
超音波による化学反応は，inertialキャビテーション

Figure 3. Free radical formation induced by
ultrasound is due to inertial cavitation. Chem-
ical reaction occurs in three regions, gas phase
inside the bubble, interfacial region, and liquid
phase.

気泡の生成に依存し，この気泡の 1)中心部高温気相，
2)周囲液相と気相の中間相，および 3) 気泡周囲の液
相の 3領域で進行することが示唆されている（Fig. 3）．
また，非揮発性溶質が気泡周囲に集積すれば，2)にお
いて直接熱分解され，新しいラジカル種が生成するこ
とが報告されている12–14)．
以下に超音波を水に照射した際の気相での代表的反
応について記載する．

Inertialキャビテーションにともなう水分子の熱分解
（Pyrolysis）で

H2O→ •OH + •H

が生成する．その後，これらの再結合反応が起きる
•OH + •OH→ H2O2

•H + •H→ H2
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•OH→ •O• + •H

酸素存在下では以下の反応が起こる．

O2 → 2•O•

2•O• → O2

•O• + 2•H→ H2O

•O• + H2O→ H2O2

O2 +
•H→ •HO2 � H+ + O•−2

窒素があれば
N2 → 2•N

•N + •O• → •NO

•NO + •O• → •NO2

•NO + •OH→ HNO2

•NO2 +
•OH→ HNO3

超音波に特徴的な高温反応場では
•OH + •OH→ •O• + H2O

•O• + N2 → N2O

•OH + N2 → N2O + •H
•O• + N2 → •NO + •N
•O• + N2O→ 2•NO

の反応もある15, 16)．

Radiation Plasma Ultrasound

ROS

ROS

ROS

Gas
phase

Liquid
phase

Cell/
Tissue

ROS ROS/
RNS

ROS/
RNS

ROS/
RNS

ROS/
RNS

Cavitation

ROS: Reactive Oxygen Species, RNS: Reactive Nitrogen Species

?

Less than
threshold

?

Pyrolysis

Frequency dependency
Distance dependency

No RNS

Ionization

ROS/RNS

ROS/RNS

Figure 4. Summary of free radical formation induced by ionizing radiation, low-temperature plasma,
and ultrasound. Free radical formation by radiation and plasma is due to ionization and excitation, and
pyrolysis plays an important role in ultrasound. Reactive nitrogen species (RNS) are formed in plasma
and ultrasound, but not in radiation. Free radical formation by plasma depends on distance quantitatively
and qualitatively. Free radical formation by ultrasound is due to the occurrence of inertial cavitation.
Therefore, no free radical was observed under the threshold.

8 放 射 線 化 学



放射線，低温プラズマおよび超音波によるフリーラジカル生成

5 放射線，低温プラズマおよび超音波によるフリー
ラジカル生成と生物作用

放射線，低温プラズマおよび超音波の 3種の物理的
因子の気相，液相および細胞内の活性酸素種の生成と
その生物作用について，Fig. 4 および Table 1 にまと
めた．
放射線は液相および細胞内で，励起と電離を誘発し，

活性酸素種を生成する．
大気圧プラズマの場合には，相対的に多量の活性酸

素が液相に生成する．プラズマ照射によって，直接ど
の程度の活性酸素種が細胞内にできるか今後の検討
が必要であるが，多量に生成した活性酸素種の拡散お
よび流入により，細胞内で認められても不思議ではな
い．大気圧プラズマによる活性酸素種生成能は発生装
置，用いる担体気体に依存し，また生成機序も複雑で
あり，その解明は今後の課題である．
超音波は液相中に活性酸素種を生成するが，これは，

キャビテーションの発生に依存するので，一定以上の
超音波強度（超音波音圧として表す場合もある）を必
要とする．すなわち，キャビテーション発生の音圧し
きい値以下では，活性酸素種の生成は認められない．
また，この音圧しきい値以上で液相中に活性酸素種が
生成する場合でも，細胞組成は液相のそれと異なり，
キャビテーションの発生は起こりにくいので，細胞内
に活性酸素種が直接生成する可能性は低い．
生物作用を考えると，これら細胞外に生成した活性

酸素種は細胞膜に作用し，また，細胞内に生成した活
性酸素種は DNA やタンパク質に作用し，細胞の初期
応答の原因となる．さらに経時的には細胞内小器官の
機能変化を誘導する．特にミトコンドリアの変化は重
要であり，二次的な細胞内活性酸素源として働き，そ
の後の生物作用において主要な役割を果たす．たとえ
ば，超音波では機械的作用により，また，熱作用では
代謝異常を介してミトコンドリアから細胞内に活性酸
素が生じる．このように，細胞内活性酸素生成は，ス
トレスの種類や付加後の時間によっても生成様式が異
なる．今まで，放射線では •OHが放射線による増殖死
の原因とされてきた．しかし，指標を放射線誘発アポ
トーシスにした場合には，•OHが再結合して生成する
過酸化水素が重要であることが判明した17)．これらの
物理的因子を治療に利用する場合，より精緻な細胞内
活性酸素種生成機構の解明とその制御が，今後重要と
なろう．なお，超音波の生物影響については機械的作
用が主であり，これにより DNA 損傷とその応答を誘

発することが判明した18)．細胞内活性酸素種と合わせ
た機序の解明が重要となる．
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とぴっくす

高エネルギー荷電粒子による高配向有機ナノ細線構造体の創製と
電気伝導機構の解明

京都大学大学院工学研究科　 信岡正樹∗,坂口周吾,河田実里,
関修平

Today, with the development of microfabrication tech-
nology, the need for structural dimensional control has
come to be emphasized. Organic nanostructures are no
exception. In this paper, we describe in detail the creation
of organic 1D nanostructures: oriented assemblies of
nanowires using energetic charged particles and the eval-
uation of their electrical properties. The high electrical
conductivity, which is unique among organic materials,
and the charge transport in the nanowire extension direc-
tion are discussed.

Keywords: High-energy charged particles, Nanowire,
Organic device, Charge transport

1 はじめに

微細加工技術における空間制御は今や数ナノメー
トルオーダーの世界に到達しており，原理的に最小限
界ともいえる単分子デバイスの提案にいたっている．
“どれほど小さい”材料を “いかに精密に”集積するか，
が今もってなおマテリアルサイエンスの一つの命題
であり，今日のデジタル社会はその技術革新に裏打ち
されている．一方で，今日の集積回路（IC）製造では
「ムーアの法則」が破綻する物理的な集積限界が議論
されるようになり，2次元集積構造から 3次元集積構
造への転換が企図されている．微細加工限界の到達の
その先で，構造次元制御により集積限界を打破する次

Fabrication of highly-oriented organic nanowire structures by
high-energy charged particle beams and investigation of their
electrical conduction mechanism
Masaki Nobuoka∗ , Shugo Sakaguchi, Minori Kawata and Shu
Seki (Department of Molecular Engineering, Graduate School
of Engineering, Kyoto University),
〒615–8510京都府京都市西京区京都大学桂
TEL: 075–383–2573, E-mail: nobuoka.masaki.36e@st.kyoto-u.ac.jp

世代 ICの目論見であり，現在，実用に向けた研究・開
発が日々なされている．一方，新しい材料による電子
デバイスの構築を模索する向きもある．たとえば，従
来のシリコン（Si）に代わる，SiCや GaNを用いたパ
ワー半導体では低電力損失・高耐電圧により大幅なエ
ネルギー効率の向上が実現され，これらの市場規模は
拡大の一途をたどっている．有機デバイス開発におい
ても，低コスト，フレキシブル性，材料選択性，など
の優位性を超え，機能面において無機材料を代替する
ものが見出されつつある．有機 ELディスプレイはす
でに我々の実生活に定着し，有機電界効果トランジス
タ（OFET）や有機薄膜太陽電池（OPV）が実装に向
けて追従する．次世代電子デバイスにおいて，“3次元
集積”と “材料選択”の重要性を踏まえ，本稿では，放
射線の一種である高エネルギーイオンビームを用いた
“有機材料”の “高次元集積化” の可能性について論じ
る．加えて，電子デバイスへの展開を見据え，電気特
性評価に基づく電子物性測定についても詳説する．
我々の研究グループは，高エネルギー荷電粒子を
用いた有機ナノワイヤ作製技術を広く展開してきた．
2022 年にも本会誌で紹介したが1)，改めてこれまで
の軌跡を簡潔にまとめる．高分子薄膜・有機薄膜に
MeV–GeVオーダーの高エネルギー荷電粒子（重粒子
線，特に Swift Heavy Ionに分類される）を照射するこ
とでナノワイヤを得る一連の手法をそれぞれ単一粒子
ナノ加工法（Single-Particle Nanofabrication Technique,
SPNT）2–4)，単一粒子誘発線形固相重合法（Single-
particle Triggered Linear Polymerization, STLiP）5–8) と
して報告した（Fig. 1）．荷電粒子の飛跡に沿った 1次
元円筒状空間（イオントラック）において，粒子から付
与されたエネルギーにより化学反応（ここでは重合・
架橋反応）を誘起することで，薄膜中に不溶性ゲル状
の 1次元ナノ構造体が形成される．その後，未照射・
未反応部位を除去する（wet or dry process, Fig. 1）こと
で，1次元ナノ構造体をナノワイヤとして単離できる．
ここで，ナノワイヤ長は原料薄膜の膜厚に一致し，照
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Figure 1. Schematic illustration of organic
nanowire fabrication method via irradiation of
high-energy charged particles: SPNT/STLiP
protocol. The nanowire fabrication uses two
types of development methods (wet- and/or
dry-process). These development methods
form separate nanowire assemblies, correspond-
ing to lying nanowires (atomic force mi-
croscopy (AFM) image) and vertically ori-
ented nanowires (scanning electron microscopy
(SEM) image), respectively.

射粒子のフルエンスがナノワイヤの数密度に完全に対
応する．これらの構造パラメータが容易に調整できる
ことは，ナノ構造の精密制御という点において大きな
利点であり，後述する高次元構造制御の基盤となって
いる．

2 実験・結果

量子科学技術研究開発機構・高崎量子技術基盤研究
所の AVFサイクロトロンにより生成された 450 MeV
129Xe23+ ビームを使用した．支持基板上に有機化合物
（フラーレン，C60；チタニルフタロシアニン，TiOPc）
を真空蒸着法により成膜した後，高真空下（∼10−4 Pa）

Figure 2. Schematic illustration of the organic
nanowire devices. (a) The vertical device of ir-
radiated organic films. (b) The lateral device as
the back-gated FET configuration.

で 129Xe23+ ビームを照射した．照射面内密度（フルエ
ンス）は 1 × 109 cm−2–1 × 1012 cm−2 の範囲で任意に
設定した．有機ナノワイヤの（i）3次元集積，および
（ii）2次元集積，について述べていく．まず，それぞ
れの電気特性評価デバイスの模式図を Fig. 2に示して
おく．（i）3次元集積（Fig. 2(a)）に関しては，表面を
金（Au，50 nm）蒸着した Si基板を支持基板として，
C60 薄膜（400 nm）を製膜した後，試料面に対して垂
直にイオンビーム照射した．ここで，dry process法に
よるナノワイヤ単離を行うと，上部電極を配置する
際，ナノワイヤ同士の隙間に金属が侵入し導通を引き
起こした．そのため，ナノワイヤは単離せず薄膜中に
埋まった状態で上部に銀（Ag）ペーストを塗布した．
Ag ペーストは一定面積になるよう調整した．上部・
下部の平行平板電極間に直流電圧を印加する二端子電
気伝導度測定（以後，すべて真空下）を行ったところ，
イオンビーム照射後試料に明確な電気伝導性を観測し
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た（Fig. 3(a)）．また，照射フルエンスの増加に伴い電
流値も増加した．ここで，Fig. 3(b)に示すように，印
加電圧 +1 V時のフルエンスに対する微分コンダクタ
ンスをプロットすることで完全な線形を示した．これ
はナノワイヤが並列伝導パスとして働いていることを
如実に表している．C60 ナノワイヤの半径は約 6.6 nm
であるが8)，1011 cm−2 以上の高フルエンスではイオ
ントラック同士のオーバーラップを考慮する必要があ
る．イオンビームの流束（フラックス）が一定である
とした場合，ポアソン分布を用いてイオントラック断
面による被覆率を算出すると，1 × 1010 cm−2 で 1.4 %，

Figure 3. Current-voltage (I–V) characteris-
tics of C60 nanowire vertical devices. (a) I–
V curves for non-irradiated and/or various irra-
diation fluences. The inset shows an enlarged
image. (b) Differential conductance at applied
voltage +1 V, relative to the fluence.

1 × 1011 cm−2 で 12.8 %，1 × 1012 cm−2 で 74.6 %とな
る．コンダクタンス Gは式 (1)で表される．

G =
σA

l
(1)

ここで，σ：電気伝導度，A：断面積，l：長さである．l
に相当するナノワイヤ長は一定値であるため，Fig. 3(b)
のようにコンダクタンスがフルエンスに対して比例関
係となるには，σ が一定かつ A が被覆率で置き換え
可能であることが必要である．特に，前者は，イオン
ビーム照射に伴って形成されるC60 重合・架橋ゲルに
おける伝導機構がそのモルフォロジーによらず等価で
あることを示唆している．
さて，STLiP 法は，有機ナノ構造体で簡便に異種
材料接合：ヘテロ接合系を作製できるというおそら
く唯一無二の特徴を備えている1, 8, 9)．二層膜（TiOPc:
600 nm，C60: 600 nm）を作製し，イオンビーム照射後，
電気特性評価を行った（Fig. 4）．ここで C60 と TiOPc
はそれぞれ代表的な n型・p型有機半導体である．我々
はすでに同様の系でコンダクティブAFM（C-AFM）法
による非接触電流特性評価を行っていたが1, 8)，今回
改めて接触プローブ法でも実施した．電流が一定方向
にのみ流れる整流作用が観測されたことから，連結部
における pn接合界面でのキャリアの授受が効率的に

Figure 4. Current-voltage (I–V) characteris-
tics of TiOPc-C60 hetero-nanowire vertical de-
vices. I–V curves of this system at the fluence
of 5 × 1010 cm−2. I–V curves show 20 measure-
ments and their averages.
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行われていることがうかがえる．今回の結果は元の分
子の電子的性質を維持していることを示しており，分
子構造はある程度保持したままイオンビームによる重
合・架橋反応が進行したと考えられる．
次に，Fig. 2(b)に示した（ii）2次元集積：横型デバイ

スについて説明する．デバイス作製について，まず，P
ドープ Si/SiO2 基板（n型）上に C60（200 nm）を製膜
し，試料面に対して水平にイオンビームを照射した後，
o-dichlorobenzeneでナノワイヤを単離した．この手法
で得られるナノワイヤは，その長さがイオンの飛跡に
並ぶ数 10 μmに達するだけでなく（厳密には飛跡とナ
ノワイヤ長は一致しない），面内でイオン入射方向に配
列した水平アレイ構造をとる（Fig. 5）．ちなみに，C60

以外の原料で作製するとナノワイヤ同士の絡み合いが
多く配向性が保持されない，ナノワイヤの切断が多く
みられる，といった問題があった．水平配向を維持す
るには単離時の溶媒の表面張力に耐えうるナノワイヤ
としての剛直性が必要だと考えられる．また，水平配
向 C60 ナノワイヤの半径は (4.6± 0.3) nmであり，上述

Figure 5. Fabrication of horizontally-aligned
C60 nanowire arrays by high-energy charged
particle irradiation. (a) Schematic illustra-
tion of horizontally-aligned nanowire arrays via
STLiP method. AFM images of horizontally-
aligned nanowire arrays at the fluence of (b)
1 × 109 cm−2, (c) 1 × 1010 cm−2, and (d) 1 ×
1011 cm−2, respectively.

した垂直配向時の (6.6 ± 0.6) nmよりも小さい．これ
は，イオンビームの線エネルギー付与（LET）が侵入深
さに依存するためであり，SRIM（Stopping and Range
of Ions in Matter）シミュレーションによると，450 MeV
129Xe23+ に関しては 10 μmまでは約 14100 eV nm−1 で
ほぼ一定であるが，その後は減衰していき飛程 40 μm

Figure 6. Evaluation of electrical conductiv-
ity of horizontally-aligned nanowires. (a) I–V
characteristics (VG = 0) vs. VDS, with W =

200 μm fixed, at the fluence of 1 × 109 cm−2,
1 × 1010 cm−2, and 1 × 1011 cm−2, respectively.
(b) I–V characteristics (VG = 0) vs. VDS, at
the fluence of 1 × 1010 cm−2 fixed, with W =

200 μm, 500 μm, and1000 μm, respectively. In
both (a) and (b), the figures on insets represent
schematic diagrams of the measurement condi-
tions.
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Figure 7. FET characteristics of C60

nanowires. I–V characteristics (IDSvs.VDS)
at (a) VG = 0 to 50 V and (b) VG = 0 V to −50 V
in a step of 10 V. These measurements were
fixed for W = 200 μm and f = 1 × 1010 cm−2.

程で 0となる．このことから，水平配向ナノワイヤで
観測されたナノワイヤ半径は統計的に減少したと考え
られる．
続いて，単離した水平配向ナノワイヤアレイ上に

フォトリソグラフィによって金電極（50 nm）をソー
ス・ドレイン電極として作製した（Fig. 2(b)）．このと
き，電極間ギャップ（L）を 5 μmに固定し，電極幅（W）
を 200 μm，500 μm，1000 μmとした．W = 200 μmに
固定し，ドレイン・ソース電圧（VDS）に対する電流・電
圧特性（ゲート電圧：VG = 0）を照射フルエンス（ f）に
応じて測定した（Fig. 6(a)）．同様に，f = 1×1010 cm−2

の時の W 依存測定を Fig. 6(b)に示す．いずれも本質
的に示す結果は同じであるが，Fig. 3で述べたように，

伝導パスとなるナノワイヤの本数が電極幅に対して
増加するほど電流値も上昇する．ところで，Fig. 6は
Fig. 3(b)と比較して線形性が悪くなるが，これはイオ
ンビーム照射角が完全に水平になっておらず（完全に
0◦ にするのは技術的に難しい），試料ごとの均一性が
保証されていないためと考えられる．そこで，低フル
エンス（ f = 1×109 cm−2，W = 100 μm）試料で，走査型
電子顕微鏡（SEM）からドレイン・ソース電極間を架
橋しているナノワイヤの本数を直接数え上げ，C60 ナ
ノワイヤ 1本あたりの電気抵抗率を算出することにし
た．得られた C60 ナノワイヤの電気抵抗は 1.1×1010 Ω

であり，上述のナノワイヤ半径を用いることで電気抵
抗率（ρ）が 0.15 Ω mと見積もられた．この値はシリ
コンより 4桁程度小さく，ゲルマニウム（Ge）とほぼ
同程度である．また，真空蒸着法で作製した C60 薄膜
の電気抵抗率はおよそ 108 Ωm–1014 Ωmのため10)，イ
オンビーム照射により絶縁体から半導体領域に転移し
たといえる．紫外光または電子線照射によりポリマー
化した C60 薄膜の電気抵抗率がそれぞれ 30 Ω m，お
よび 0.07 Ω mである11) ことから，イオンビーム照射
による重合反応は電子線重合と同等であると考えられ
る．この差は C60 分子の重合形式によるものであり，
前者は [2+2]環化反応を介したピーナッツ型，後者が
ダンベル型に相当する．
次に，C60 水平配向ナノワイヤの電界効果トラン
ジスタ（FET）特性を調査した．ゲート電圧（VG）を
0 V–±50 V，と走査印加した際のそれぞれのドレイ
ン・ソース電流（IDS）応答を Fig. 7に示す．いずれも
0 < VDS < 1では FET特性における非飽和領域の挙動
を示したが，Fig. 7(a)に示すように VG > 0 で明確な
差がみられた．これは，C60 ナノワイヤのキャリアが
電子である直接的な証拠である．先述したように C60

は n型（電子アクセプター）の有機半導体であり，必
ずしも一致するわけではないが，n型 FET特性を示し
たことと整合性が取れる．一方，今回の測定では I–V
曲線における飽和領域は観測できなかった．この要因
の一つとして，基板とナノワイヤの接触抵抗の存在が
推測される．そこで，我々が展開する時間分解マイク
ロ波伝導度（TRMC）法12–14) によって微分電気伝導度
の非接触評価を実施した．この手法は，電気伝導度測
定として主流なプローブ法とは異なり，マイクロ波を
プローブ波として照射することでサンプル中のキャリ
ア移動度を非接触で測定できる．Figure 8に示すよう
に，ナノワイヤアレイの配向に対して異方伝導性がみ
られ，ナノワイヤの 1次元方向に対するキャリアの移
動効率が非常に高いことを示した．
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Figure 8. Non-contact electrical conduction
measurement of nanowires by TRMC method.
Flash–photolysis(FP)–TRMC profiles (λex =

355 nm, photon intensity = 10 mJ cm−2) of
C60 nanowire arrays (red: parallel and blue:
orthogonal). The inset illustration represents
TRMC measurement for horizontally-aligned
nanowire arrays. Polarized microwaves were in-
jected with electric field oscillation directions
parallel or perpendicular along the nanowire ar-
rays. These measurements were fixed for W =
200 μm and f = 1 × 1010 cm−2. φ and μ repre-
sent charge separation efficiency and carrier mo-
bility, respectively.

最後に横型デバイスについて，50 K–300 Kで温度変
調して電気伝導度を測定した（Fig. 9）．Figure 9(a)に
示すように，温度の低下とともに抵抗が増加する一般
的なアモルファス有機半導体的挙動であった．実際，
本手法の有機ナノワイヤは形成原理上，原料分子が化
学結合することで形成したオリゴマーが複雑に絡み
合っているため，結晶性は低くアモルファスであると
考えられる．よってキャリアの伝導機構はホッピング
伝導が優勢であると推測される．この仮定のもと，最
近接ホッピング（Nearest neighbor hopping, NNH）モデ
ルによるアレニウスプロットを施すと，比較的高温領
域（200 K–300 K）ではホッピング伝導の温度依存性
を近似できた一方で，低温領域（50–200 K）では線形
から外れた．低温ではフォノンの寄与が極めて小さく
なり局在中心間のトンネル効果が有利となる広域ホッ
ピング（Variable range hopping, VRH）（式 (2)）が現れ

Figure 9. Temperature-dependent electrical
properties of C60 nanowires. (a) Resistance of
C60 nanowires plotted against temperature (50–
300 K). The nanowires were fabricated by irra-
diation at the fluence of 1×1011 cm−2. The elec-
trode width W = 200 μm. (b) IDS vs. VDS plots
at 50 K and 300 K.

る15, 16)．

G = G0 exp

⎧⎪⎪⎨⎪⎪⎩−
(T0

T

) 1
n

⎫⎪⎪⎬⎪⎪⎭ (2)

ここで，n = d + 1であり，dは次元パラメータである．
C60ナノワイヤの直径は∼10 nmであり，量子的に 1次
元方向に電子運動の制限される領域であるため，d = 1
として改めてプロットしたが，低温領域での線形性が
確認できなかった．d = 2, 3でも低温領域の線形性は
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記述できなかったが，高温領域の線形性が上昇したこ
とから，C60 ナノワイヤの伝導次元性は 1次元ではな
く 3次元であることが示唆された．完全な 1次元伝導
を実現するにはホッピング電子の平均自由行程より直
径の小さいナノワイヤの形成が必要だろう．さて，低
温領域について，温度低下とともに非オーミックな挙
動を示したことから，ホッピング伝導に要するエネル
ギーの供給源が熱ではなく電場である，電界駆動ホッ
ピング伝導であることが示唆された．単結晶では，規
則的な配列と不整・トラップの不在からキャリア移動
度（μ）に電場（E）依存がないのに対して，多結晶・
アモルファスでは束縛開放に電場が駆動力となる．こ
のとき，

√
Eに対して log μが線形となることが知られ

ており，今回の系においても低温領域で非常によい線
形性を示した（Fig. 9(b)）．つまり，C60 ナノワイヤの
伝導機構は，低温領域，高温領域においてそれぞれ電
界駆動ホッピング，熱駆動ホッピングが支配的である
と考えられる．

3 おわりに

STLiP法で作製した有機ナノワイヤは量子細線に分
類できる構造を持つことから効率的な電荷輸送パスと
して期待でき，本研究はその可能性に迫った．高エネ
ルギー荷電粒子の高い直進性と線エネルギー付与をも
とに，2次元，および 3次元集積構造の作製に成功し
た．3次元集積縦型デバイスでは，ナノワイヤの定量
的な電気伝導性を観測し，ヘテロ接合系におけるダイ
オード特性をみた．一方，2次元集積横型デバイスで
は C60 ナノワイヤの詳細な電気伝導機構を検討した．
C60 ナノワイヤの半導体領域に達する高い電気伝導性
は，電子線照射と同様の高エネルギーイオンビームが
誘起する放射線化学反応による特異なC60 の重合形式
によるものであると示唆された．また，元の分子特性
を反映した（電子）キャリア特性を有していたことか
ら，STLiP法での重合反応における原料分子構造の保
持が期待できる．一方，温度変調電気特性評価では，
C60 ナノワイヤの伝導次元性は 3次元的であり，量子
細線に相当する構造をもつものの完全な 1次元伝導に
はいたっていないと考えられる．今後は，C60 以外の
ナノワイヤでも電気特性評価を行うとともに，有機材
料における量子 1次元構造を利用した電子相転移現象
へ挑戦していきたい．
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とぴっくす

放射線検出器の応答メカニズムの解明に向けた PHITSの
飛跡構造計算の開発とその応用

日本原子力研究開発機構　 平田悠歩∗,甲斐健師,小川達彦
北海道大学　 松谷悠佑

日本原子力研究開発機構　 佐藤達彦

This article focuses on evaluating the response of radia-
tion detectors using Particle and Heavy Ion Transport code
System (PHITS). In the PHITS code, track-structure mode
is implemented, which enables the simulation of a high
spatial-resolution radiation track, applicable to non-linear
detector studies. The newly developed electron track struc-
ture mode for arbitrary targets (ETSART) allows the sim-
ulations of atomic interactions e.g., ionization and excita-
tion processes, in various materials. The review presents
the effectiveness of ETSART in analyzing detectors by re-
producing the quenching phenomenon of a phosphor. The
simulation mode in PHITS would promote the theoreti-
cal analysis and development of radiation detectors, with
future plans to expand its application to various detector
types and materials.

Keywords: Particle and Heavy Ion Transport code Sys-
tem, radiation detector, track-structure mode, quenching
effect

1 はじめに

放射線は，医療，産業，基礎研究などの幅広い分野で
広く利用されており，放射線検出器による放射線量の
正確な評価は安全な放射線利用にとって重要である．
放射線検出器は放射線による付与エネルギーに比例し

Development and application of PHITS track structure calcula-
tions to elucidate the response mechanisms of radiation detec-
tors.
Yuho Hirata∗, Takeshi Kai and Tatsuhiko Ogawa (Japan Atomic
Energy Agency), Yuhsuke Matsutani (Hokkaido University),
Tatsuhiko Sato (Japan Atomic Energy Agency),
〒319–1195茨城県那珂郡東海村大字白方 2番地 4
TEL: 029–282–6025, E-mail: hirata.yuho@jaea.go.jp

た大きさの信号を出力することで，線量の計測を可能
にする．しかし，放射線の種類によっては，付与エネ
ルギーと検出器の出力の比例関係が非線形となり，検
出器の性能を低下させる問題が生じる．たとえば，重
粒子線などの放射線に対する検出器出力が低下する
現象は，半導体検出器のパルス波高欠損1, 2) や蛍光体
検出器の消光現象3–5) として多くの研究で報告されて
いる．このような問題を解決するためには，どのよう
なメカニズムで検出器出力が変化するかを，理論的に
解析することが重要である．検出器出力を理論的に解
析するためには，放射線が入射してから検出器が信号
を出力するまでの過程を再現できるシミュレーション
コードが必要である．
日本原子力研究開発機構では，モンテカルロ法を用
いた放射線輸送計算コード PHITS（Particle and Heavy
Ion Transport code System）6, 7) の開発が進められてい
る．PHITSは，任意の三次元空間における放射線輸送
計算が可能であり，放射線検出器の検出効率計算など
にも応用されてきた8, 9)．PHITS には，高い空間分解
能で放射線の挙動を追跡することが可能な飛跡構造解
析モードが実装されている10–12)．この機能では，入射
した放射線が引き起こす個々の原子相互作用（電離・
励起など）をシミュレートし，検出器応答に直接関連
する励起電子の生成も模擬できるため，検出器応答の
理論的な解析に有用である．
飛跡構造解析モードには放射線の種類や評価する
物質ごとにいくつかのモードが存在する．イオン線
に対する汎用飛跡構造解析モード ITSART（Ion Track
Structure model for Arbitrary Radiation and Targets）13)

は任意の物質において任意のイオン線の飛跡構造の解
析が可能である．一方で，電子線に対しては液相水や
半導体 Si など対象となる物質が限定された特殊モー
ドも実装されている．これらの電子線飛跡構造解析
モードは実験値に基づくエネルギー損失関数に基づ

放 射 線 化 学 第 118号 (2024) 21



平田悠歩,甲斐健師,小川達彦,松谷悠佑,佐藤達彦

く断面積を使用しているため電子励起や振動励起を
含む相互作用過程を高い精度で再現できるが，物質固
有のエネルギー損失関数が必要なため適用範囲が特
定の物質に限定されている．放射線検出器に使用され
る物質は多岐にわたり，新たな検出器材料も日々提案
されているため，物質固有のエネルギー損失関数を準
備することは困難といえる．そこで，我々は任意の物
質で利用可能な電子線飛跡構造解析モード ETSART
（Electron Track Structure mode for ARbitrary Targets）を
開発した14)．
本解説では，PHITSを用いてさまざまな放射線検出

器の応答評価を行うために必要な新機能 ETSART に
ついて紹介する．さらに，イオン線を照射した際の蛍
光体の消光現象について ETSART と ITSART を組み
合わせたシミュレーションにより再現した例15) を紹
介する．

2 検出器応答を評価するための飛跡構造解析モード
の開発

飛跡構造解析モードを開発するには電子が物質中で
引き起こすさまざまな相互作用の断面積が個別に必
要になる．電子が引き起こす原子との相互作用は，エ
ネルギー付与をともなわない弾性散乱と，エネルギー
付与をともなう非弾性散乱に大別される．非弾性散乱
はさらに，電離，電子励起，振動励起に分類される．
ETSARTを開発するためにはさまざまな物質に対する
これらの断面積を計算する必要がある．
まず，電離の断面積の計算方法を紹介する．電離

断面積は衝突理論で利用されている Relative Binary-
Encounter-Bethe（RBEB）モデルを用いて計算した16)．
RBEBモデルでは電子のエネルギーが Eの場合の電離
断面積 σ(E)は以下の式で表される．

σ =
4πa2
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また，Bは電離する軌道電子の束縛エネルギー，U は
軌道電子の運動エネルギー，n は軌道電子数，a0 は
ボーア半径，αは微細構造定数で α = 7.3 × 10−3，mは
電子質量，cは光速である．
さらに，電離により発生した二次電子の運動エネル
ギーW は，式 2から決定できる16)．
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ここで，
w =

W
B
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式 (1), (2)が計算できれば，入射粒子の電離確率や電
離した際に遷移するエネルギーを決定できるため，電
離相互作用の再現が可能となる．式 (1), (2)では，変数
として束縛エネルギー B，運動エネルギー U，軌道電
子数 nが必要となる．原子番号 1の水素から原子番号
100のフェルミウムに対しては原子データライブラリ
（EADL）にこれらの値が含まれている17)．EADLの値
を参照することで任意の物質の電離断面積が計算可能
となった．なお，ETSARTでは，内殻電子が電離した
場合に，緩和過程によりオージェ電子や特性X線を生
成する過程も考慮している．
次に励起反応の断面積の計算方法を紹介する．励起
反応のうち電子励起には電子を集団で励起するプラ
ズモン励起と，基底状態の電子を励起準位に遷移する
電子遷移という 2 つの主要な励起反応がある．プラ
ズモン励起により誘発されるプラズモン振動のエネル
ギーであるプラズモンエネルギー Ep は式 (3) で計算
できる．

Ep = �

√
4πe2NV

m
(3)

ここで eは電気素量，mは電子の質量，NV は振動に関
与する電子密度である．これまでに，プラズモンエネ
ルギー Ep を電離断面積における束縛エネルギーの代
わりに使用することでプラズモン励起の断面積が計算
できることがわかっている12)．そこで，ETSARTの断
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Figure 1. Inelastic cross-sections for (a) SiO2, (b) CaF2, (c) NaI, and (d) CdTe.

面積計算手法においても式 (1), (2) の束縛エネルギー
に Ep を用いることでプラズモン励起の断面積を計算
した．電子遷移の断面積も電子が励起準位に遷移する
ために必要なバンドギャップエネルギー Eg を束縛エ
ネルギーとして式 (1), (2) を用いて計算した．振動励
起の断面積は物質の結晶構造などに依存しているた
め，断面積の計算にはエネルギー損失関数が必要とな
る．また，振動励起は数 eV 以下の励起を引き起こさ
ない低いエネルギーの電子との相互作用を議論する際
に重要であり，検出器物質で使用される物質では断面
積も比較的小さいため，ETSARTでは無視した．
最後に，弾性散乱の断面積の計算方法を示す．弾性

散乱は主にターゲット物質中の電子との散乱であり，
電子密度から計算が可能である．ETSARTでは PHITS

で従来から使用されている Moliere モデル18) で計算
した．
以上の断面積計算手法により，ETSARTでは任意の
物質の相互作用ごとの断面積を，組成，密度そしてバ
ンドギャップエネルギーから計算することが可能に
なった．この断面積計算手法により計算した二酸化
ケイ素 (SiO2)，フッ化カルシウム (CaF2)，ヨウ化ナト
リウム (NaI)，テルル化カドミウム (CdTe)の電離およ
び励起断面積を Fig. 1に示す．バンドギャップエネル
ギーが小さい物質ほどより低エネルギーまで断面積が
広がっている．一方で，断面積の絶対値は物質の密度
が高いほど大きくなっている．このように，放射線検
出器に使用されるさまざまな物質の電離・励起断面積
が計算できた．なお，この断面積計算手法の妥当性は，
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半導体 Si の断面積についてエネルギー損失関数を使
用して計算された結果と比較することで検証されてい
る14)．

ETSARTによる計算例として，SiO2における励起電
子の生成分布を Fig. 2に示す．Figure 2(a)では 4 keV

の電子線が SiO2 の内部に広がり励起電子を生成す
る様子がナノスケールサイズで示されている．また，
Fig. 2(b) では任意の荷電粒子用の飛跡構造解析モー
ド ITSART と組み合わせることで，1 MeV の陽子が

Figure 2. Spatial distribution of excited electrons in SiO2 when bombarded with (a) 4 keV electron
beams and (b) 1 MeV proton beams.

Figure 3. The relationship between ε values and bandgap energies. The ε values derived by the PHITS
simulation were compared to the corresponding experimental values19–25).
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SiO2 で励起電子を生成する様子を示すことができた．
ETSARTでは電離・励起反応を明示的に模擬すること
で，電子線により発生した励起電子数を見積もること
ができる．これにより，励起電子の空間的な発生分布
を計算することが可能となった．

Figure 3には，一つの電子正孔対を生成するのに必
要なエネルギー（ε 値）と物質のバンドギャップエネ
ルギーの関係を示す．ε 値は主に半導体検出器の性能
を表す基本的な物理量として使用される．ε 値は一般
的にバンドギャップエネルギーよりも高くなる．こ
れは，放射線によるエネルギーの一部が電子正孔対
の生成以外の振動励起過程などに使われるためだと
考えられる．ETSARTでは振動励起を模擬していない
が，電子の運動エネルギーがバンドギャップを下回っ
た時点で輸送計算を停止しており，この余剰エネル
ギーが振動励起による損失に相当すると考えられる．
ETSARTを用いて計算された ε 値は，5 eV以下のバン
ドギャップを持つ物質に対する実験値19–25) を概ね再
現した．一方で，高いバンドギャップエネルギーでは
報告されている実験値との乖離が見られたが，高いバ
ンドギャップエネルギーの ε 値は実験結果もばらつき
がみられている．現状のモデルでは，分子は単純な原
子の集まりとして定義されており，化学的な原子間の
結合状態を考慮しなかったため最外殻電子の束縛エネ
ルギーが実際と異なる可能性も考えられる．また，電

子遷移の断面積はバンドギャップエネルギーを束縛エ
ネルギーとしたシンプルなモデルで計算しており，複
雑な励起過程を考慮していない．今後，このような細
かな物性値も考慮できるようになれば，ETSARTの計
算精度はより向上すると考えられる．

ETSARTの開発により，検出器応答の評価において
重要な励起電子数の生成をナノスケールで評価するこ
とが可能となった．これにより，検出器に放射線が入
射してから発光や電気信号に変換される一つ手前の励
起電子の生成までをシミュレーションで再現できるよ
うになった．

3 飛跡構造解析計算を用いた検出器応答の評価

次に，開発した ETSARTを組み込んだ PHITSを用
いて，実際の検出器の応答を解析した．ここでは，イ
オン線を照射した際に発生する蛍光体の消光現象の解
析例を示す．筆者はこれまでに BaFBr:Eu26) と光ファ
イバーを用いた検出器の開発を進めてきた27, 28)．この
検出器に対してヘリウム線や炭素線などのイオン線を
照射すると，高い線エネルギー付与（LET）領域でエ
ネルギー付与量当たりの発光量が低下する消光現象が
先行研究にて観測された．この消光現象に対して，発
光量の減衰を予測する理論モデルが提案されている
が29)，さまざまなイオン線に対して LET と消光現象

Figure 4. Example of a calculation model for luminescence intensity. The left panel shows generated
electron distribution from a 4He ion beam (50 MeV, low-energy deposition), and the right panel from
a 12C ion beam (50 MeV, high-energy deposition). Small dots mark the generated point of excited
electrons, and colored circle is the emitted luminescence domains.
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の関係を原理的に再現できておらず27)，消光現象を予
測するモデルの精度は不十分といえる．そこで，より
原理的かつ正確に消光現象を予測し評価するモデルを
確立するためには消光現象の発生メカニズムを解析す
る必要がある．
蛍光体は放射線により発生した励起電子が不純物

や欠陥などの発光中心で脱励起する際に発光してい
る30)．消光現象は一つの発光中心の周辺に高密度で励
起電子が発生した結果，発光をともなわずに熱などの
形でエネルギーを放出し，結果として放射線によるエ
ネルギー付与量当たりの発光量が低下すると考えられ
る31)．PHITSでは飛跡構造解析を行うことで，励起電
子が生成するまでの過程は追跡できるが，励起電子が
発光に変換する過程は模擬できない．そこで，PHITS
の計算結果から蛍光体の発光量を予測するためのモデ
ルを考案した15)．
考案したモデルでは，蛍光体が任意の大きさの発光

ドメインで構成された球体であると仮定した（Fig. 4）．
各発光ドメインには一つの発光中心が含まれ，一つの
励起電子が生成されるとその発光ドメイン内の発光中
心は飽和する．飛跡構造解析モードを用いれば，粒子
線が生成する励起電子の空間分布を計算できるため，
このモデルにより粒子線による発光量の算出が可能で
ある．なお，PHITS では Lattice 機能によりナノメー
トルスケールの微小な繰り返し構造を任意の体系中に

設定できるため，発光ドメインを容易に設定すること
ができる．

Figure 5 に 195 nm の発光ドメイン直径で計算した
(a) 4Heおよび (b) 12Cの深部線量分布を示す．Figure 5
に示すように，我々の計算結果は実験値を再現するこ
とに成功している．発光ドメインは一つの発光中心を
含むため，その直径は発光中心が均等に分布している
場合の発光中心同士の距離となる．BaFBr:Eu におけ
るトラップ中心の密度は，1015 cm−3 のオーダーであ
ると報告されており32, 33)，発光中心の距離は 60 nm–
200 nm 程度であるため，設定した発光ドメインの直
径は妥当な大きさであると考えている．PHITSによる
推定結果は，異なるイオン線によるさまざまな条件下
での測定値を再現することができた．これは，仮定し
た励起電子が発光にいたる過程の妥当性を示した結果
といえる．また，消光現象が依存する主要なパラメー
タとして発光中心間の距離が重要であることも示され
た．これは，蛍光体の添加物濃度を向上させることに
より消光現象を抑制できる可能性があることを示唆し
ている．この情報は今後の検出器開発において，消光
現象が起こりにくい蛍光体を開発する上で役立つと考
えられる．このように，PHITSを用いた飛跡構造解析
は放射線検出器の応答メカニズムを原理的に解析する
ことが可能であり，検出器開発において有用である．

Figure 5. (a) Dose distribution of 150 MeV/u 4He and (b) 290 MeV/u 12C in BaFBr:Eu when the LD
diameter was set to 80 nm. Circles: physical doses; triangles: experimental values; squares: simulated
values in this work.
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4 まとめと展望

本解説では，放射線が放射線検出器において検出さ
れるまでの過程をシミュレーションで解析するため
のツールとして，飛跡構造解析モードの開発とその応
用例を紹介した．PHITSの飛跡構造解析モードは，放
射線検出器の応答予測にとどまらず，物質の放射線に
よる損傷評価など幅広い解析に応用できる可能性を秘
めている．本解説では，蛍光体の応答予測について述
べたが，今後は半導体検出器やガス検出器など異なる
タイプの検出器の応答を，実験と併せて解析していく
予定である．さらに現在の ETSART は検出器物質と
して固体を対象としたモデルを採用しているが，今後
は気体や液体などにも対応できるようにモデルを改良
し，シミュレーションによる評価の幅を広げることを
目指している．
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ニ ュ ー ス

2023年度放射線化学賞選考評

1 2023年度放射線化学賞受賞候補者の
業績審査について（その 1）

1.1 審査対象者

山路稔氏（群馬大学大学院理工学府）

1.2 研究業績題目

放射線化学的手法による硫黄―硫黄結合を有する芳
香族化合物の一電子還元解離

1.3 対象論文

Minoru Yamaji, Sachiko Tojo, Tetsuro Majima,
Mamoru Fujitsuka, Mesolysis of an asymmetric
diphenyldisulfide radical anion studied by γ-ray and
pulsed-electron radiolyses, Phys. Chem. Chem. Phys., 25
(2023) 9152–9157.（2023 PCCP HOT Article選出論文）

1.4 審査結果

2023年度放射線化学賞の受賞がふさわしい

1.5 選考理由

硫黄―硫黄（S-S）結合は，生体内のペプチドやタン
パクの三次元構造において重要な役割を担っている．
動的共有結合性（DCC）を有する芳香族化合物が一電
子還元されるとその結合は開裂し，チイルラジカルと
チイルアニオンが生成するという反応は，メゾリシス
（mesolysis）と呼ばれているが，この反応機構として，
芳香族化合物に電子付着が起きると同時に S-S結合開
裂が起きる協奏的機構，芳香族化合物ラジカルアニオ
ンの形成を経て S-S結合解離が進行する段階的解離機
構の 2つが提唱されている．ここで，S原子上にフェ
ニル基を有するジフェニルジスルフィド（DPDS）の
mesolysis については電気化学・放射線化学的手法を
用いて多くの研究がなされてきた．一方，フェニル基
のパラ位に異なる置換基を有する DPDSは有機合成が
難しく，その mesolysisで生じるチイルラジカルおよ
びチイルアニオンがどちらの置換基か解明されておら
ず，生成種と置換基の化学的性質や電子構造との関連
性，および反応機構への影響の解明は，前述の生体内
化学反応におよぶ広範な DCCの本質に迫る研究とい

える．
山路氏の研究成果は，放射線化学的手法により，パ
ラ位に異なる置換基を有する DPDSの合成に成功し，
その mesolysisにおける置換基効果を解明しているこ
とである．特に，DPDS類の 2-メチルテトラヒドロフ
ラン（MTHF）溶液の 77 Kマトリックスに γ線照射を
行い，DPDS類のラジカルアニオンを発生させつつ昇
温による mesolysisを分光学的に計測し，段階的解離
機構で説明できることを見出したことと，DPDS類の
MTHF溶液の温度可変ナノ秒電子線パルスラジオリシ
スを行い，DPDS類ラジカルアニオンの結合解離速度
（チイルラジカル生成速度）からmesolysisの Arrhenius
パラメータ（活性化エネルギーと頻度因子）を決定し，
パラ位が同じ置換基のフェニル基の場合の Arrhenius
パラメータと比較することにより，mesolysisに対して
異なる置換基による電子的な効果を見出している．
これらの成果は，放射線化学の基礎分野において特
筆すべきものである．よって 2023年度放射線化学賞
に値するものと判断される．

2 2023年度放射線化学賞受賞候補者の
業績審査について（その 2）*1

2.1 審査対象者
2.1 審査対象者

駒口 健治 氏（広島大学大学院先進理工系科学研
究科）

2.2 研究業績題目
2.2 研究業績題目

全フッ素化キュバンラジカルアニオンの電子スピン
共鳴法による観測

2.3 対象論文
2.3 対象論文

Masafumi Sugiyama, Midori Akiyama, Yuki Yonezawa,
Kenji Komaguchi, Masahiro Higashi, Kyoko Nozaki,
Takashi Okazoe, Electron in a cube: Synthesis and charac-
terization of perfluorocubane as an electron acceptor, Sci-
ence, 377 (2022) 756–759.

*1 編集注：駒口氏による受賞記事は次号（119号）に掲載予定．
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2.4 審査結果
2.4 審査結果

2023年度放射線化学賞の受賞がふさわしい

2.5 選考理由
2.5 選考理由

秋山博士（京都大学）らによって世界で初めて合成
された全フッ素化キュバンのラジカルアニオンの不
対電子は，キュバン骨格内に捕捉されると理論予測さ
れていた．この特異な電子構造は，飽和炭化水素の骨
格内に電子が集中的に存在する電子構造への基礎科
学的な興味に加えて，新しい概念の非共役系電子アク
セプターとしての応用への可能性を秘めている．しか
し，全フッ素化キュバンを化学的に一電子還元すると，
F原子の解離等が起こりやすいため，ラジカルアニオ
ンの分光測定は困難を極めていた．
駒口氏は，これまでのマトリックス単離法に関する

知識と経験を駆使し，テトラメチルエタンをマトリッ
クスとして，77 Kで 60Co線源の γ線照射による初期
イオン化反応を利用し，全フッ素化キュバンのラジカ

ルアニオンを生成し，その ESR測定に成功した．77 K
におけるスペクトルは，8個の等価な F原子による等
方的な線形を示しており，この観測によってキュバン
骨格内に電子が捕捉されていることの決定的な証左と
なった．また，超微細構造の高次の効果によるピーク
分裂を考慮して線形フィッティングを行い，F核の等
方的超微細結合定数として 19.62 mT を決定し，不対
電子の 9.1 % が F原子 8個の 2s軌道に存在する s 軌
道型・球面調和関数型の電子であることを示した．
この結果は，従来の原子核電荷を基にした電子の軌
道エネルギーと運動量に関する量子力学的なアプロー
チに対して，電荷を “点”から “面”へと変化させても，
同様の空間対称性で議論できることを示しており，新
たな電子軌道の混成様式を創造できる可能性を示した
極めて印象深い研究成果である．その成果が，放射線
化学的マトリクス法によってもたらされたことも極め
て印象深い．
よって，本研究は 2023年度放射線化学賞に値する
ものと判断される．

(2023年度放射線化学賞選考委員長 高橋憲司)
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受 賞 記 事

放射線化学的手法による硫黄－硫黄結合を有する
芳香族化合物の一電子還元解離

群馬大学大学院理工学府　 山路稔∗

Sulfur-sulfur bond plays an important role in tertiary struc-
ture of polypeptides and proteins. Disulfide compounds
(RSSR, R= alkyl and aryl) behave as a radiation protection
agent in biological systems as well as cystine and related
compounds. Pulse radiolysis studies of these compounds
in aqueous solution have been focused on the formation
and decay of the transient disulfide radical anion (RSSR•−)
with a characteristic optical absorption in the visible wave-
length region. Decay processes of radical ions are named
as ‘mesolysis’ where two mechanisms are proposed: Con-
certed and stepwise. In our research, by means of pulsed
electron radiolysis of aromatic disulfides in organic sol-
vents, optical spectroscopic and kinetic approaches were
caried out to unveil the mechanism and the chemical fea-
tures of the mesolysis processes.

Keywords: pulsed electron radiolysis, transient absorp-
tion spectroscopy, diaryldisulfide, quantum chemical cal-
culation

1 はじめに

有機化学反応中に生成されるラジカルイオンや中性
ラジカルなどの化学種中間体の役割を明らかにする
ことは，反応機構を理解する上で重要である1, 2)．電
子受容体を用いた光誘起電子移動と電気化学的酸化
還元は芳香族炭化水素のラジカルイオンを形成する

Mesolytic cleavage of S-S bond in radical anions of aromatic
compounds studied by γ-ray and pulsed electron radiolysis in
organic solution and DFT calculation
Minoru Yamaji∗ (Graduate School of Science and Engineering,
Gunma University),
〒373–0057群馬県太田市本町 29–1
TEL: 0276–50–2338, E-mail: yamaji@gunma-u.ac.jp

ための典型的な手段である3–5)．しかし芳香族炭化水
素（aromatic hydrocarbon, AHC）のラジカルアニオン
の形成はその高い還元電位のためにそれらの方法では
容易には還元は行われない．一方，水および有機溶媒
の放射線分解法を用いると，溶質に対して溶媒由来の
強力な酸化剤と還元剤を生成し，溶質のラジカルイオ
ンを得ることが可能となる6–12)．そのため溶液中の放
射線分解はラジカルカチオンとラジカルアニオンを生
成するための有用な手段の 1つである．さらにパルス
放射線分解法はピコ秒およびナノ秒の過渡吸収測定が
可能であり，化学種中間体の生成と減衰の速度論的お
よび反応機構を考察する上で重要なテクニックの 1つ
である10, 13, 14)．N,N-ジメチルホルムアミド（DMF）は
2-メチルテトラヒドロフラン（MTHF）と並んで溶質
分子のラジカルアニオンを生成するための放射線分解
に使用される典型的な溶媒である15, 16)．MTHFおよび
DMF中の芳香族炭化水素のパルス放射線分解による
芳香族炭化水素ラジカルアニオン（AHC•−）の生成過
程は式 (1)および式 (2)で示される17, 18)．

S� S•+ + e−s (1)

AHC + e−s −→ AHC•− (2)

ここで Sは溶媒である DMFまたはMTHF, es
− は溶媒

和電子を表す．
一方，タンパクやペプチド化合物の三次元立体構造
を実現させている硫黄－硫黄（S-S）結合は生体内で
大変重要な σ-結合の 1 つである19)．ジスルフィド化
合物は生体内で放射線防御システムの一部として機能
しており20, 21)，S-S結合を有するシスチンやその類縁
（ジスルフィド）化合物の水溶液中のラジカルイオン
について放射線化学的な研究が行われていた22–28)．ジ
スルフィド化合物のラジカルアニオンは可視光波長領
域に特徴的な光吸収帯を示し，S-S結合の解離にとも
ないラジカルとアニオンに分解することが知られてい
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た29–32)．ラジカルイオンの分解過程は「メゾリシス」
と呼ばれている．一般的にメゾリシスの分解機構とし
て協奏的および段階的の 2つの解離機構が提案されて
いる．例として 2つのクロモファー A と Bが σ-結合
で結合されている化合物 ABが一電子還元された時の
メゾリシス反応機構を Scheme 1に示す．
化合物 ABが一電子還元されたと同時にラジカルと

アニオンが発生する協奏的（concerted）機構と，還元に
より生成した ABのラジカルアニオン（AB•−）を経由
してラジカルとアニオンが発生する段階的（stepwise）
機構が理解できる．一電子還元後の ABの σ-結合の電
子配置は結合性の σ軌道と反結合性の σ∗ 軌道が 3つ
の電子で占拠された状態，σ(2)σ∗(1)で表せる33)．還元
後反結合性が増加するため，一電子還元により σ 結
合の解離によるメゾリシス過程が進行すると考えら
れる．
本研究では有機溶媒中のジアリルジスルフィドのラ

ジカルアニオンのメゾリシス機構を低温での剛性溶媒
中の γ 線照射法と電子パルス放射線分解法を用いて
明らかにすることを目的とした．以下の実験結果の前
半部では，メゾリシス過程の具体的な解析法について

Scheme 1. Two mesolysis mechanisms
on one-electron reductive decomposition
of AB. Reproduced from Ref. 38) with
permission from the PCCP Owner Soci-
eties.

Figure 1. Molecular structures and abbrevia-
tions of diaryldisulfides used in this work.

ジナフチルジスルフィドを例に報告する．後半では電
子供与性および電子受容性の置換基を考慮したジフェ
ニルジスルフィド類のメゾリシス過程の実験結果を示
し，メゾリシスによる S-S結合解離過程の化学的性質
について解説する．

2 実験

用いたジアリルジスルフィドの分子構造と略称を
Fig. 1 に示す．試料濃度は 3.0 mmol dm−3 とし，溶液
は真空ラインで脱気した．放射線照射施設は大阪大学
産業科学研究所の量子ビーム科学研究施設のコバルト
60 γ線照射装置と L-バンドライナック電子加速装置を
用いた．温度変化はクライオスタット装置を用いた．

Figure 2. (a) Absorption spectra upon anneal-
ing from 77 K to 100 K after γ-radiolysis of
a MTHF rigid glass of NpSSNp for 30 min at
77 K. (b) Transient absorption spectra observed
at 50 ns (1), 100 ns (2), 500 ns (3) and 1 μs (4)
after an electron pulse during the pulse radiol-
ysis of NpSSNp in DMF at 293 K. (c) A ref-
erence absorption spectrum of NpS• in acetoni-
trile. Reprinted with permission from Ref. 34).
Copyright 2024 American Chemical Society.
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3 結果と考察

3.1 ジナフチルジスルフィド（NpSSNp）のメゾリシ
ス過程34)

NpSSNpのラジカルアニオンが生成しているかどう
か，また生成後の化学変化を吸収測定により追跡した．
Figure 2は 77 Kでの γ線照射後のアニール時の吸収ス
ペクトル変化，および室温での電子線パルス照射後の
過渡吸収変化を示す．

Figure 2(a)では 77 Kから昇温するにつれて 540 nm
付近に吸収が現れる．この吸収帯は室温で電子線パル
ス照射 50 ns後にも観測された（Fig. 2(b)）．反応式 (1)
および (2)に従い，この吸収帯は NpSSNpのラジカル
アニオン（NpSSNp•−）と同定される．NpSSNp•− の
吸収は 293 K で 2.3 × 106 s−1 の速度で減衰する一方，
450 nm付近の吸収が 2.3 × 106 s−1 の速度で増加した．
Figure 2(b) に示す電子線パルス照射 1 μs 後の吸収ス
ペクトルは，Fig. 2(c)に示すナフチルチイルラジカル
の吸収に一致した．以上の観測より，NpSSNpの一電
子還元反応により生成した NpSSNp•− は S-S結合の解
離を起こし，ナフチルチイルラジカルとナフタレンチ

Figure 3. Arrhenius plots of the decay rates,
kd of NpSSNp•− obtained during the pulse radi-
olysis of NpSSNp in MTHF in the temperature
range of 160 K–293 K. Reprinted with permis-
sion from Ref. 34). Copyright 2024 American
Chemical Society.

オレートアニオンが生成したと解釈される．つまり，
NpSSNpの還元反応による S-S結合解離は stepwise機
構で進行することがわかった．

NpSSNp•− の減衰の速度 kd を 160 K から 293 K の
温度領域で決定し，アレニウス解析を行った．Figure 3
に kd のアレニウスプロットを示す．プロットは直線
を示したので kd は式 (3)を用いて表される．

lnkd = lnA − ΔEa(RT )−1 (3)

ここで A と ΔEa は NpSSNp•− の S-S結合が解離する
ときの頻度因子と活性化エネルギーを示す．プロット
が示す直線の切片と傾きから ΔEa と A の値はそれぞ
れ 1.8 kcal mol−1 および 3.4 × 107 s−1 と決定された．
ジスルフィドのラジカルアニオンの S-S結合解離に
よるメゾリシスに関する理論計算を用いた多くの研究
が報告されている31, 33, 35–37)．NpSSNp•− のエネルギー
ポテンシャル ΔERA は NpSSNp•− の S-S 結合解離エ
ネルギー（bond dissociation energy, BDERA）を用いて
式 (4)のモースポテンシャルで表される．

ΔERA = BDERA(1 − exp(−β(r − re)))2 (4)

Figure 4. An energy profile for the S-S bond
cleavage in NpSSNp•− as a function of the S-S
bond distance, r. The solid curve was drawn by
eq. (3) using BDERA = 6.7 kcal mol−1 and β =
12.8 nm−1. The data points (•) refer to the cor-
responding stationary-point calculations at the
B3PLYP/6-31G(d) level. Reprinted with per-
mission from Ref. 34). Copyright 2024 Ameri-
can Chemical Society.
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Scheme 2. Plausible mesolytic processes of MeOSSCN radical anion.

ここで β，rおよび re はモース定数，S-S結合距離，お
よび NpSSNp•− が最適化された構造時に対して真空中
で汎函数密度法（DTF；B3LYP/6-31G(d)レベル）を用
いて計算された S-S 結合の距離（0.290 nm）である．
Figure 4に NpSSNp•− の計算されたエネルギーポテン
シャル ΔERA を示す．

S-S結合の距離 rに対して計算された真空中のΔERA

値は BDERA = 6.7 kcal mol−1 および β = 12.8 nm−1 の
とき式 (4)を用いて再現できることがわかった．一方，
親分子のラジカルアニオン（RA），生成するラジカル
（Rad）およびアニオン（Ani）の生成熱 ΔH f を用いる
と BDERAは式 (5)で表せる．

ΔH f (RA) = ΔH f (Rad) + ΔH f (Ani) − BDERA(S-S) (5)

THF 溶媒を考慮した UCAM-B3LYP/6-31G(g,p) を
用いた量子化学計算結果から RA，Rad および Ani
の ΔH f 値を計算し，式 (5) を用いると NpSSNp•− の
BDERA 値は 5.1 kcal mol−1 と算出された．この値は
式 (4)のシミュレーションで得られた真空中の BDERA

値（6.7 kcal mol−1）に近い．

3.2 異なる置換基を有するジフェニルジスルフィド
のメゾリシス過程38)

本研究で用いたパラ位に異なる置換基を有する
MeOSSCN のラジカルアニオンのメゾリシスの反応
式は Scheme 2の式 (6)または (7)の 2通りの場合が考
えられる．つまり，電子がMeOSSCNに付着すること
で S-S結合解離後に発生するフェニチイルアニオンの
置換基はどちらであるか？ が問題である．Figure 5は
X1SSX2 の DMF溶液に 295 K で電子線パルス照射後
に観測された過渡吸収スペクトルを示す．

Figure 5. Transient absorption spectra at
500 ns upon pulsed-electron radiolysis of
MeOSSOMe (a), NCSSCN (b) and MeOSSCN
(c) in MTHF at 295 K. Reproduced from
Ref. 38) with permission from the PCCP Owner
Societies.
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Figure 6. Absorption spectral changes upon annealing from 77 K (black line) to 100 K (blue line)
via the intermediate temperature (red line) after γ-ray irradiation of MTHF solution of MeOSSOMe (a),
CNCSSCN (c) and MeOSSCN (e) at 77 K. Transient absorption spectra upon pulsed-electron radiolysis
of MTHF solution of MeOSSOMe at 200 K (b), NCSSCN at 180 K (d) and MeOSSCN (f) at 180 K. The
insets are temporal absorbance change for the corresponding radical anion of MeOSSOMe at 440 nm
(b), CNCSSCN at 490 nm (d) and MeOSSCN at 420 nm (f). Reproduced from Ref. 38) with permission
from the PCCP Owner Societies.

Table 1. Arrhenius parameters for the mesolysis processes, bond dissociation energies (BDE), the S-S
bond length, and charge distribution on S atoms in XSSX•−. Reproduced from Ref. 38) with permission
from the PCCP Owner Societies.

XSSX•− A/s−1 ΔE/kcal mol−1 BDERA/kcal mol−1 S-S Bond Length /nm Charge Distribution
S1 S2

MeOSSOMe 1.1 × 108 2.6 6.8 0.3053 −0.400 −0.399
NCSSCN 3.4 × 107 1.1 18.8 0.2949 −0.314 −0.311

MeOCSSCN 5.5 × 1012 4.8 2.5b(25.5)c 0.3024 −0.319 −0.397

a) The index of S atom for MeOSSOMe and NCSSCN is alterative, and that for MeOSSCN is as shown in Fig. 1
b) BDE for forming MeOS•/ NCS− pair.
c) BDE for forming MeOS−/ NCS• pair.

Figure 5(a)および (b)の吸収スペクトルはそれぞれ
メトキシフェニルチイルラジカルおよびシアノフェニ
ルチイルラジカルのものである．Figure 5(c)の吸収ス
ペクトルは Fig. 5(a)の吸収スペクトルに類似している
ので，MeOSSCNラジカルアニオン（MeOSSCN •−）の
メゾリシスで発生したのはメトキシフェニルチイルラ
ジカルであると解釈できる．つまりMeOSSCN•− のメ
ゾリシスは Scheme 2 で示した式 (6) に従うことがわ
かった．

X1SSX2 の MTHF溶液に 77 Kで γ 線照射後アニー
リング時，および低温でX1SSX2 のMTHF溶液に電子
線パルス照射した際に観測される吸収スペクトル変化

を Fig. 6 に示す．77 K で観測された吸収スペクトル
は昇温につれて X1SSX2 のメゾリシスで発生するフェ
ニルチイルラジカル誘導体の特徴的な吸収スペクトル
（Fig. 5を参照）に移行する．これは 77 Kで観測された
吸収スペクトルはフェニルチイルラジカル誘導体の反
応前駆体，すなわち X1SSX2 のラジカルアニオンによ
るものであることを意味する．同様に低温溶液でも，
ラジカルアニオンからフェニルチイルラジカル誘導体
の吸収スペクトルへ変化する様子が観測される．これ
らの観測から X1SSX2 ラジカルアニオン（X1SSX2

•−）
のメゾリシス機構は段階的であることがわかった．
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Figure 7. Arrhenius plots of the decay rates,
kd, for the radical anion of MeOSSOMe (a),
CNCSSCN (b), and MeOSSCN (c). Repro-
duced from Ref. 38) with permission from the
PCCP Owner Societies.

X1SSX2
•− の吸収の減衰速度 kd のアレニウスプロッ

トを Fig. 7に示す．プロットは直線を示したので，kd

は式 (3)を用いて表される．プロットが示す直線の切
片と傾きから Aと ΔEa の値を決定し，Table 1に示し
た．MeOSSOMe•− と NCSSCN•− の ΔEa と A の値は
それぞれ近い値であるが，MeOSSCN•− の ΔEa 値はそ
の他の XSSXの 2倍–3倍大きい．また，MeOSSCN•−

の A の値のオーダーは他の XSSX•− の 4–5 ほど大き
い．Aの値は S-S結合の伸縮振動に由来すると考えら
れる．電子供与性と授与性の両方の置換基を有する
MeOSSCN•− では電荷移動（CT）性を有しており，CT
性が S-S結合の速い伸縮振動を誘起していると考えら
れる．

量子化学計算を用いて X1SSX2
•− のメゾリシス

の特徴を考察した．UB3LYP/6-31G(d) のレベルで
X1SSX2

•−，生成するフェニルチイルラジカル類およ
びアニオン類の生成熱 ΔH f を計算し，式 (5) を用い
て X1SSX2

•− の S-S 結合エネルギー BDERA を決定し
た．得られた値を Table 1 に示した．試しに式 (7) で
メゾリシスが起きた場合の BDERA 値は，実際に起
きる場合（式 (6)）の 10 倍大きく，BDERA の観点か
らも，解離反応が起きにくいことがわかった．また，
MeOSSCN•− の CT性は S-S結合長と S原子上の電子
分布にも影響していることがわかった．DFT計算で得
られた S-S結合長と S原子上の電子分布を Table 1に
示す．CT 性を有する MeOSSCN•− の S-S 結合長は，
電子供与性の置換基を有する MeOSSOMe•− の結合長
より短く，電子吸引性の置換基を有する NCOSSCN•−

の結合長より長いことがわかった．また等価な置換基
を有する XSSX•− では S-S結合上の電荷分布は等しい
が，MeOSSCN•− では電子吸引基側の S原子上に電荷
が偏って分布している．このために MeOSSCN•− が
CT性を有することが理解できる．

4 結論

γ線照射による低温剛性溶媒法と電子線パルスラジ
オリシス法を用いて，ジアリルジスルフィド化合物の
一電子還元反応は親分子のラジカルアニオンの形成を
経由して S-S結合が段階的に解離するメゾリシス機構
であることが判明した．解離反応の速度は温度に依存
するアレニウス式で表され，活性化エネルギーとアレ
ニウスの頻度因子を決定した．S-S結合エネルギーを
量子化学計算で見積もり，メゾリシス過程はラジカル
アニオンの S-S結合距離をパラメータとするモースポ
テンシャルで表すことができる．
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放 射 線 利 用 紹 介

3 GeV高輝度放射光施設 NanoTerasuの紹介

量子科学技術研究開発機構 NanoTerasuセンター　 高橋正光∗

1 はじめに

仙台で 2024年 4月から運用を開始した 3GeV高輝
度放射光施設NanoTerasuは，国内で初めて，世界的に
もまだ 4例目でしかないマルチベンドアクロマートラ
ティス（MBA）を実装した第四世代の放射光光源であ
る．国内の放射光施設としては，ちょうど 10 番目の
施設となる．軽元素を感度良く観察できる高輝度な軟
X線に特長を持つこの施設は，物質の構造解析ばかり
でなく，物質の機能に影響を与える電子状態の可視化
が可能で，触媒化学や生命科学，磁性・スピントロニ
クス材料，高分子材料など，学術研究から産業利用ま
で，広範な分野での利用が可能である．東北大学青葉
山新キャンパスの一角に位置し，仙台駅から地下鉄で
9分という便利な立地であるとともに，産官学の研究
施設が集積するリサーチコンプレックスの中核となる
ことが期待されている．

NanoTerasuの建設は，それぞれの役割・財源分担が
あらかじめ決められた「官民地域パートナーシップ」
という新しい枠組みのもとで，2019年から 5年かけて
進められた．加速器の整備は国立研究開発法人量子科
学技術研究開発機構（QST）が担い，基本建屋，用地整
備は，光科学イノベーションセンター（PhoSIC）を代表
機関とし，宮城県，仙台市，東北大学,東経連からなる
民地域パートナーが担当した．ビームラインについて
は，第一期として整備された 10本のうち，国が 3本，
パートナーが 7 本を分担した．2023年 5 月には，特
定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律（共用
法）が一部改正されることにより，SPring-8や J-PARC
等と同様の特定大型研究施設として NanoTerasuが位

Overview of NanoTerasu synchrotron light source
Masamitu Takahasi∗ (NanoTerasu Center, National Institutes
for Quantum Science and Technology),
〒980–8579宮城県仙台市青葉区荒巻字青葉 6–6–11–901
TEL: 022–785–9453, E-mail: takahashi.masamitsu@qst.go.jp

置づけられるとともに，2024 年 4 月，高輝度光科学
研究センター（JASRI）が登録施設利用促進機関に選
定され，NanoTerasuの利用促進業務を実施することに
なった．これらを受け，NanoTerasuは，施設設置者で
あり国の主体である QSTに，JASRI, PhoSICを加えた
3機関の共同で運営されている．さらに，施設運営の
計画，安全施設管理，情報セキュリティ・データマネ
ジメント，広報といった施設としての一元的な対応が
求められる事項を処理するため，共通事項を審議する
NanoTerasu運営会議と，共通事項の調整や共通的な事
務の執行を行う NanoTerasu総括事務局が設置されて
いる．

2 NanoTerasuの加速器

NanoTerasuの加速器は，Fig. 1に示すように，電子
ビームの入射器である線型加速器と，電子ビームを一
定エネルギーで周回させる蓄積リングから構成され
る．線型加速器は全長 110m，蓄積リングは周長 349m
で，これらを納める建屋全体としても東西 250m，南
北 170m程度のコンパクトな設計になっている．
線型加速器の電子源には，Fig. 2(a)に示す新開発の

50 kV 透明グリッド熱カソード電子源1) が用いられ
ている．これにより生成した高品質な電子ビームは，
後段の主加速部に供給され，3 GeV まで加速される．
主加速部には，Fig. 2(b)に示すような SACLAで開発
された 5.7 GHz の C バンド加速管を採用することで
37.5 MV/mという大きな電場勾配を実現し，Sバンド
加速管が用いられている海外の同種の施設に比べて入
射器の全長を 3分の 1近くまでコンパクト化すること
に成功している．線型加速器は，将来，軟 X線 FELへ
の拡張が可能な設計となっている．
蓄積リングの主要パラメータを Table 1に示す．第
四世代の 4ベンドアクロマートラティスを採用するこ
とにより，光子エネルギー 1 keVの軟 X線領域におい
て，コヒーレント率約 0.1に相当する水平電子ビーム
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Figure 1. Plan view of NanoTerasu. The facility is as large as a baseball park, being approximately 250 × 170 m2.

Figure 2. Linear accelerator of NanoTerasu.
(a) Transparent-grid thermal-cathode electron
gun. (b) C-band acceleraion tubes.

エミッタンス 1.14 nm radを実現している．
NanoTerasuの蓄積リングのラティスは，16個の同一

のセルから構成される．Figure 3に示した単一のセル
には，4台の偏向電磁石，10台の四極電磁石，10台の
六極電磁石が 50 μm以下の精度で設置されている．周
長 349 mという限られたスペースに多数のコンポーネ
ントを配置する必要があるため，偏向電磁石は，収束

Table 1. Designed and measured beam param-
eters for the storage ring.

Parameter Designed Measured

Horizontal emittance 1.14 nm rad 1.14 nm rad∗

Vertical emittance 0.01 nm rad 0.02 nm rad

Coupling constant 1 % 2.1 %

Energy spread 0.084 % 0.097 %
∗)Designed value

機能を組み込んだ B-Q複合型電磁石が使われている．
各セルには，長さ 1.6 mの短直線部と，5.4 mの長直
線部が設けられており，それぞれ多極ウィグラー，ア
ンジュレーターが設置される．NanoTerasuの多極ウィ
グラーはおおよそ 2 keV–30 keVの光子エネルギーの幅
広いスペクトル分布を持つ光源で，同じく白色光源で
ある SPring-8の偏向磁石光源と比べて，2 keV–10 keV
程度の領域で 10倍程度の光子フラックス密度を発生
させる．一方，アンジュレーター光源は，軟 X線–テ
ンダー X 線領域の高輝度コヒーレント光を供給する.
短直線部，長直線部は 16 箇所ずつ存在するが，短直
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Figure 3. Single unit cell of the four-bend achromat lattice of NanoTerasu. The storage ring consists of 16 cells.

線部，長直線部各 2箇所は，電子入射部や電子ビーム
のモニター，波加速空洞用のスペースとして使われて
おり，ビームラインの建設に用いることはできない．
したがって，NanoTerasuのビームラインの最大本数は
28本である．

3 NanoTerasuのビームライン

NanoTerasuのビームラインには，利用制度の異なる
2種類のビームラインがある．10本のビームラインの
うち 7 本は，PhoSICによって整備・運用されるコア
リションビームラインで，施設の組織的利用を予定す
る産業界や学術機関等が建設資金を出資し，申請から
利用まで短期間で，機動的に成果専有利用できるしく
みのビームラインである．他の 3 本は，QST によっ
て整備され，共用法に基づき JASRIによって運用され
る共用ビームラインで，課題申請と成果公開を原則に
誰もが利用可能である．これら二つの利用制度のもと
で，シーズの発掘とその応用展開のサイクルを回し，
NanoTerasuを中核とするイノベーションエコシステム
を形成することが企図されている．

3.1 コアリションビームライン

コアリションビームラインの特徴を Table 2に示す．
軟 X線 3本，硬 X線 4本からなるコアリションビーム
ラインのラインナップは，下は 50 eVから上は 30 keV
まで広いエネルギー範囲をカバーする，これにより，
NanoTerasuの強みであるテンダー X 線領域を使った
硫黄の情報の可視化ですでに成果を上げるとともに，
Fe，Co，Ni，Pdなどの産業的に重要な元素を軟X線，
テンダー X線の双方で分析することがきるようになっ
ている．また，二次電池の研究開発に欠かすことので
きない Liの吸収端も利用できる．

NanoTerasu の最大の特長である機能の可視化のた
めには，BL10U，BL14U が利用可能である．BL10U
における 3.5 keV のテンダー X 線を用いたタイコグ
ラフィー計測では，当該光子エネルギー領域における
40 倍の輝度により，テストチャートを用いた評価で
従来の 2.5倍に相当する 20 nmの空間分解能を得られ
ることが確認されるとともに，硫黄を含む高分子粒子
を含む実試料を用いた分析においても，50 nmを下回
る空間分解能での観察が可能になっている2)．BL07U
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Table 2. Lineup of coalition beamlines.

BL No. Purpose Light source Energy [keV]

07U Soft X-ray electronic structure analysis APPLE-II 0.05–1.0

08U Soft X-ray operando spectroscopy APPLE-II 0.18–2.0

14U Soft X-ray imaging twin helical 0.2–1.4

08W Integrated analysis of chemical state and nano/local structure Multipole wiggler 2.1–13

09U X-ray operando spectroscopy In-vacuum plane undulator 5-15

09W X-ray multiscale structure analysis Multipole wiggler 4–30

10U X-ray coherent imaging In-vacuum plane undulator 2.1–15

では，軟 X 線による発光分光が可能で，水の価電子
を観測することによって水素結合の実体を観測し，水
の構造の問題に直接的な答えを与えることができる．
BL08Uでは，雰囲気X線光電子分光法によるオペラン
ド計測が可能である．触媒の化学状態やその表面に存
在する反応中間体を特定し，工業的に重要なメタノー
ル合成反応などの反応機構を解明することが期待され
ている．

3.2 共用ビームライン

NanoTerasuが強みとする軟 X 線の主要な利用分野
は，物質の電子状態を調べるための分光学的研究であ
る. 軟 X線を励起光とする分光の手法には，測定の対
象とする物質の応答により，代表的な 3 種類がある．
NanoTerasu共用ビームラインのラインナップは，これ
ら 3つの代表的な分光手法に対応し，物質の電子状態
の包括的な研究をカバーするものとなっている．

Table 3に共用ビームラインの一覧を示す．BL02U3)

で提供される共鳴 X線非弾性散乱（Resonant Inelastic
X-Ray Spectroscopy, RIXS）は，軟 X線を共鳴条件で物
質に照射した際，散乱前後でのエネルギー変化を観測
することによって，固体中の磁気励起やフォノン，分

子系の振動励起などを含む物質中の低エネルギー励起
を直接的に観測する手法である.励起・プローブともに
光を利用するため，試料の状態や外場の存在下による
影響を受けにくく，測定の対象が幅広い特長を有する．
このような強力な分光手法であることを反映して，近
年．RIXSのビームラインは，世界中でエネルギー分
解能競争が繰り広げられている．イギリスの DLS に
おける E/ΔE = 35000，アメリカ合衆国の NSLS-IIに
おける E/ΔE = 42000などが現時点で世界の高分解能
データである．これに対し，NanoTerasuの BL02Uで
は，立ち上げ調整中ではあるが，E/ΔE = 58000の世
界最高値を実測しており，E/ΔE > 1 × 105 を目指して
いる状況である．

BL06U は，ナノ集光角度分解光電子分光（Angle-
Resolved Photo-Electron Spectroscopy, ARPES）を目的
とする軟Ｘ線光電子分光ビームラインである4)．本
ビームラインでは，集光軟 X 線ビームを用い，スピ
ン分解された固体のバンド構造をエネルギー分解能
1 meV（50 eV）で計測することをねらいとしている．
微小ビームスポットを生かすことで，微小な試料等の
測定対象物質範囲の大幅な拡大が見込まれるととも
に，空間的に不均一な電子状態を持つ物質群や微小デ

Table 3. Lineup of public beamlines.

BL No. Purpose Light source Energy [keV]

02U Resonant inelastic X-ray scattering APPLE-II 0.2–2.0

06U Angle-resolved photoemission spectroscopy APPLE-II 0.05–1.0

13U Soft X-ray magnetic circular dichroism four-segmented APPLE-II 0.18–3.0
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バイスの動作時の局所的な電子状態の情報を得ること
が可能となる．本ビームラインでは，30 nm以下のナ
ノ集光ビームと 1 μmサイズの集光ビームを利用する
2 つのブランチが整備されるが，2025 年 3 月の共用
開始時点では，後者が先行して利用に供される予定で
ある．

BL13U軟 X線ナノ吸収分光ビームライン5)は，X線
磁気円二色性（XMCD），X線磁気線二色性（XMLD）
等によるダイナミクス計測およびイメージング計測を
目的とする．ダイナミクス計測では，高輝度光源の活
用による微小領域の吸収測定を行うほか，X線強磁性
共鳴法（XFMR）によって GHz領域のダイナミクス測
定を実現する．また，イメージング計測では，走査型
透過 X線顕微鏡（STXM）による 10 nm–20 nmの空間
分解能を達成する．本ビームラインの最大の特徴であ
る分割型 APPLE-IIアンジュレータの採用により，偏
光制御の自由度が高く，広いエネルギー領域で円偏光
が利用できる．

4 NanoTerasuの立ち上げ及び運用状況

NanoTerasuの建設中は，新型コロナウイルスの世界
的流行や，半導体等の部品不足など，さまざまな混乱
要因があったにもかかわらず，建設および立ち上げ・
調整は全体的に遅れが蓄積することはなく，むしろ
計画を前倒しする形で進んだ．加速器の調整運転は，
2023年 4月 17日に始まった．線型加速器の調整はき
わめて順調に進み，運転を開始してわずか 10日後の
4月 27日には，3 GeVまでの電子ビーム加速に成功し
た．続いて，蓄積リングに初めて電子を入射した 6月
8日には，高周波加速空洞を動作させない状態で，電
子が 300周以上周回したことが確認された．これは，
蓄積リングのコンポーネントが高い精度で設置されて
いたことを反映している．さらに 6月 16日には，高周
波加速空洞を動作させて電子ビームの蓄積に成功し，
モニター用に蓄積リング内に取り付けられた 3極ウィ
グラーからの放射光発生が確認された．
このように加速器の調整が迅速に進んだことによ

り，12 月 7 日にはビームラインに初めて放射光を導
入するファーストビームを達成し，予定通り 2024年
4月 1日から運用を開始することができた．4月 9日
からは 7本のコアリションビームラインにおけるユー
ザー利用が始まっている．ユーザー運転時の蓄積電
流値は，当初の予定であった 42 mA を 4 倍近く上回

る 160 mAでスタートし，8月 1日時点で 200 mA で
のビーム提供が行われている．トップアップ運転によ
り，ビーム強度の変動は 0.5 %以下である．

Table 1に示すように，電子ビームエミッタンスをは
じめ，蓄積リングの電子ビームのパラメーターは，ほ
ぼ設計値どおりの値が実測されている．4月から 6月
末までの 3か月間で，46日のユーザー運転が行われ，
そのうち加速器トラブルによりビームが提供できな
かった時間を除く稼働率は，99.5 %であった．これは
SPring-8等の既存の放射光施設と比較しても遜色のな
いきわめて安定した運用実績である．今後も，安定運
用を継続すべく，装置の維持管理体制の向上に努めて
いくことが重要と考えている．
すでに利用が始まっているコアリションビームライ
ンでは，具体的な利用成果もすでに出始めている2)．
一方，共用ビームラインは，2025年 3月からの共用開
始に向け，試験的共用によるビームラインや実験装置
の最終調整中である．課題募集は 9 月末ないし 10月
早々の開始を予定している．課題応募を含めた利用に
向けた最新の情報は，NanoTerasuのポータルサイト6)

で入手可能である．
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コロラド大学留学リポート

1 はじめに

2023年 3月 1日から 2024年 4月 30日までの 1年
2か月間，科研費国際共同研究強化 A の支援を受け，
米国コロラド大学ボルダー校に，客員研究員として
研究滞在させていただいた．そもそも研究留学どころ
か，海外で 1か月以上暮らすこと自体が初めてであっ
たこともあり，もちろんその当時は大変なことも度々
あったはずであるものの，今思えば研究や日常生活の
全てが新鮮で面白く，学びの多いひとときであった．
本リポートではその一端を，読者の皆様と共有させて
いただきたい．

写真 1. 積雪のあるロッキー山脈．
右側がコロラド大学ボルダー校．

なお，コロラド州ボルダー市は，ロッキー山脈の麓
にある人口約 10万人の都市である（写真 1）．標高が
1,606 m（Wikipediaによる）と，ともかく高い．高地
トレーニングの聖地であり，マラソン日本代表選手の
合宿先として，よく使われていると聞く．著者は普段
登山などしないため，「ボルダーに行ったら歩くだけ
で息が切れるのかな・・・」と心配していたものの，さ
すがにそれほどきつくはなく，むしろ湿度が低くて天
気がいいため（『地球の歩き方』によると，年間晴天日
が 300日以上とのこと），快適に散歩やサイクリング
を楽しめた．ボルダー在住の皆さんは健康意識が高い
ようで，日常的にランニング，サイクリング，ハイキ

ングをする方が多かった．ハイキングにいたっては，
犬まで（場所によってはリードを外して）楽しんでい
た．市民の皆さんの健康意識は数値にも反映されてい
るようで，コロラド州の肥満率は全米で最下位，とい
う統計データもある（2023年）．「米国滞在に関心があ
るものの，健康だけは損ないたくない」といった日本
の皆さんに，是非ともおすすめしたい場所である．ど
れだけ見ても見飽きない魅力をもつ，プレーリードッ
グも歓迎してくれるはずである（写真 2）．

写真 2. 大学キャンパス近くのプレー
リードッグ．運がよければ 1つの穴か
ら 6–7匹顔を出すことも．

写真 3. 通勤路の積雪．
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とはいえ，何事も一長一短．コロラド・ボルダーの
冬は極めて寒い．日本の本州でぬくぬくと育った著
者にとっては，なかなか厳しいものがあった．毎日徒
歩 20分で研究室に行くのだが（写真 3），手袋を二重
につけても指先が冷たく痺れ，暖房の効いた大学に着
くと，血管内の血が急に流れ始めるような感覚を受け
る．積雪が酷いときは，通勤路を歩くだけで，文字通
り体の半分が雪に埋まることもあった．2024年 1 月
には，気温 −23 ◦Cを経験した．息をするだけで喉と
鼻がシャリシャリする気温である．自然の美しさや，
自然と共生する人たちや動物たちの姿に癒されたのと
同時に，自然の厳しさに心身ともに鍛えさせて貰った
時間であったように思う．

2 研究生活

さて本題の研究であるが，Aerospace Engineering Sci-
ences専攻の Timothy K. Minton教授の元，低地球軌道
（low Earth orbit，LEO）と呼ばれる宇宙空間に存在す
る原子状酸素（atomic oxygen，AO）の，宇宙用材料へ
の照射影響や，材料表面での散乱挙動に関わる研究を
させていただいた．LEOでは，残留大気の主成分であ
る AOと人工衛星が，衛星の周回速度である 8 km/sを
相対速度として常時衝突している．これは並進エネル
ギー 5 eV で AO が衛星表面材と衝突することを意味
し，熱制御や構造用途で用いられる有機材は表面を酸
化，浸食されてしまう．また近年，超低地球軌道（very
low Earth orbit，VLEO）と呼ばれる高度 300 km以下の
衛星利用に，注目が集まっている．VLEOは，高解像
度の地球観測を，低輸送コスト，低宇宙環境リスク（宇
宙放射線，デブリ由来）で実現可能である点が期待さ
れている，いわば，「地球観測の最後のフロンティア領
域」となっている．しかし，VLEOは大気密度が従来
の衛星高度と比べ桁違いに高いがために（たとえば高
度 300 km–150 kmは，400 kmと比べて 10倍–1,000倍
の大気密度と推定される），その主成分である AO に
よる材料の深刻な損傷が懸念されるのに加え，大気抗
力（大気ドラッグ）と呼ばれる大気が衛星を押し戻す
力（の内，ガス衝突方向の成分，分力）も大きく，衛
星の高度維持に要する推進システムの要求（推進剤や
電力など）が高い．大気抗力は，大気の衛星材料表面
での散乱され方のみによって決まる物理量である．し

たがって，VLEOでの大気抗力を精度よく推定するに
は，ガスの散乱挙動を実験的に導出することが不可欠
となる．

Minton教授の研究室では，回転機構付きの質量分析
計が取り付けられたレーザーデトネーション装置（世
界で唯一無二）が運用されており，材料表面への AO
の照射と，材料表面で散乱された AOなどガスの飛行
時間分布を，ガスの入射角と散乱角を変えて取得でき
る．著者は滞在期間中，当該装置を使用して宇宙用材
料への AO照射と AO散乱実験，さらには AO照射表
面の種々の分析をさせていただいた．結果的に，材料
表面での AOのふるまいとそれに関わる物理化学，ま
た，材料表面状態（モルフォロジーや組成）が散乱挙
動へ与える影響を，「身をもって」学ぶことができた．
あえて身をもって，を強調して書いたが，散乱実験は
とても時間が掛かる．飛行時間分布スペクトルを，入
射角，散乱角を変えながら必要な散乱成分に対して取
得する必要があるのだが，一旦ビームを止めてしまう
と同様のビームを再現することが困難といった理由
で，装置を立ち上げると一通り必要なデータを取りき
るまで実験が続く．12時間以上のデータ取得を，多い
ときは 2日に 1回実施し続ける，そういった数か月間
があった．体力的には消耗した部分もあったが（挙句
の果てに，視界に稲妻が数分間見えるという体験をし
た．閃輝暗点というそう），取得できるデータはいつ
も興味深いもので，時間と労力を投じたからこそ理解
が深められたと思う．
以上のような経験を通し，米国ではよりよい成果取
得に向け，地道な実験をこつこつと，金銭的・人的リ
ソースをしっかり割いてとても丁寧に実施しているこ
とがわかり，よい刺激をいただいた．また，「百聞は
一見に如かず」，「一見は一動に如かず」というのを，
日々感じ学ばせていただいた．散乱実験については，
渡航前に論文で読んでいたものの，実際に見るとプロ
セスや必要な機器が思いの外多く，またそれらに関わ
る物理も把握できていないことが度々あり，論文のみ
からでは学びきれていない，ということを実感した．
また見るのと自身で手足を動かしてやってみるのとで
は，大きな解離があるというのも，複雑な実験を（母国
語でない英語で教わりながら）実施する過程で痛感し
た．「何かを学ぶには，聞くより見るより動くべし！」
というのは古今東西共通の真理であるようにも思うた
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め，今後それを肝に銘じて研究に取り組みたい．

3 日常生活

コロラド・ボルダーでの日常生活についても少し触
れたい．まず，著者が滞在した期間は，まさに「物価
高・円安」であった．カフェでラテとクロワッサンを
頼むと 2,000円の世界である．また，ボルダーは「家
賃高」も著しく，1LDK・光熱費抜きで月 35万円–43万
円支払っていた．ことあるごとに脳内で円換算してい
ると，何一つ楽しめなくなってくる．比較的短期の海
外滞在であれば，お金のことは一旦忘れて（もしくは
考えすぎず）目の前のことに集中するのがよいと思う．
そして，帰国後冷静に見つめ直した上で（この文章を
執筆する中で著者が思い出しているように），一層が
んばって働くのが望ましい姿勢ではないだろうか．

写真 4. ロッキー山脈国立公園．

言語や文化の違いも興味深かった．英語生活は徐々
に慣れていったものの，否定で聞かれて同意する際に
（Don’t you～? / Didn’t you～?），Noといえるようにな
るために 1か月要したり（日本語のように Yesといっ
てしまうと，想定外の方向に話が展開する），「はぁ？
（Huh?）」と聞き返されるのに慣れるのに半年要したり
（最初の半年はいちいち緊張が走っていた），馴染みの
ない単位が日常的に使われておりその程度が想像しづ
らい（◦F，oz，lb，feet，mile）など，習慣が身に着くの
に時間がかかる部分も多々あった．とはいえ，日本の
学校教育では学びきれなかったさまざまな表現・言い
回しを知り，そのニュアンスを理解し使えるようにな
る過程自体が面白かったように思う．文化の面では，
コロラドは国立公園や州立公園が多いこともあり，季

節によって趣が変わる大自然の中で休日を楽しむ人々
が多かったように思う．著者も，ロッキー山脈国立
公園，メサ・ヴェルデ国立公園，グレート・サンド・
デューンズ国立公園などに足を運び，美しい自然や動
物たちを眺めることができた（写真 4）．また，同僚間
だけではなく街中などでも「Hi, how are you?」と気軽
に挨拶し合う文化は，（そして場合によっては，たとえ
初対面であってもその後少々の日常会話を楽しめる文
化は，）新鮮で心地よく魅力的に映った．こういった
コミュニケーション文化は，多民族国家で平穏に生き
抜くための知恵，技術であるのかもしれない．空気を
読む文化が根強く浸透している日本でも，「おはよう
ございます．調子はどうですか？」という何気ない会
話の積み重ねで，業務や研究が円滑に進む部分もある
と思う．挨拶に限ったことではないが，“米国かぶれ”
が多かれ少なかれ残っているうちに，米国で得られた
よい文化・習慣を日本での日常生活に取り入れていき
たい．

4 おわりに

コロラド大学ボルダー校への研究滞在では，学びの
多く有意義で，貴重なひとときであった．本リポート
が，海外研究滞在に少しでも興味がある方がそれへの
第一歩を踏み出す勇気に繋がれば幸甚である．コロラ
ド大学の Minton教授には，本滞在を快く受入れ，多
くの面白い実験・評価の機会をいただき，また宇宙材
料研究の重要性・奥深い面白さを教えていただいた．
研究室や共用実験施設の皆さんには，実験や測定手
順を基礎から丁寧に教えていただき，多くの会話を通
して異文化の面白さを教えていただいた．現地の日本
人の方々にも，日常生活で多くの支援をいただいた．
JAXA 研究開発部門の山中 U 長，谷島 U 長，木本領
域主幹，宮崎領域主幹をはじめ，材料領域のメンバー
や研究推進部の皆さんのご支援・ご協力なしでは，コ
ロラドで 1年以上も勉強させていただくことはできな
かった．東大・山下先生には，本滞在のきっかけとな
る科研費申請の際，大変丁寧に添削をいただいた．家
族を含め，その他支援してくださった皆さんにこの場
をお借りして深く感謝申し上げる．最後に，本滞在に
ついて文書として残す機会をいただき，日本放射線化
学会編集委員会の皆様に御礼申し上げる．

(宇宙航空研究開発機構 後藤亜希)
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4th International conference on Ionizing Processes 2024
（ICIP2024）参加記

2024年 8月 11日–15日の会期で行われた ICIP2024
に参加してきました．場所は放射線化学の聖地ともい
える University of Notre Dame（米国）でした．日本か
らの参加者は 4 名でした（米国の研究機関に所属す
る日本人の方が参加されていたため，数え方は色々あ
るかもしれません）．ICIP2024の二週間後には同じ放
射線化学を専門とする国際会議 Tihany Symposium on
Radiation Chemistryの開催がハンガリーで予定されて
いることもあり，欧州からの参加者は数えるほどでし
た．会議自体の全体の参加者数は 80人ほどで，やや
寂しい印象でした．

University of Notre Dameですが，South Bend国際空
港から車で 20 分くらいの場所にあります．公共交通
機関で行けなくもないですが，タクシーかレンタカー
を使うのがおススメです（UBER 超便利！）．日本か
ら行くのであれば，Chicagoから South Bendに行くの
が一般的な方法になるんじゃないかと思います．ちな
みに Chicagoから South Bendって時差あるんですよ．
なんかおかしいなーって思ってたら，Holmbeckさん
（Greg）が教えてくれました（彼，めっちゃナイスガ
イ）．現地はといいますと，やはり物価高と円安の影
響を受けて，ホテルが高い高い・・・．円安は少し収
まった印象ですが，それでもなかなかです．大学付近
のホテルは手が出なかったため，会場から車で 10分
程度離れた場所にあるホテルを予約することにしまし
た．米国のホテルって，大体ワッフル焼けるんですけ
ど，あれ結構好きなんですよねー！！！
さて，会議に話を戻しましょう．初日の Welcome

Reception の前には若手研究者と学生が集まってそれ
ぞれの研究を紹介するワークショップが開催されて
いました．若手研究者間の共同研究が生まれるとい
いなーというのが狙いのようです．こういったワーク
ショップはかなりいいものだなと思いました．自分も
呼んでもらったので参加しようと思っていたんです
が，完全に寝坊しました．自分の研究紹介の時間を過
ぎたタイミングで起床し，慌てて主催者に連絡し，最
後の最後に発表を回してもらってなんとかセーフ（い
や，アウト）．時差ボケおそろしや～．とはいえ，悪い

事ばかりではなく，主催してくれたポスドクと話す機
会ができ，かなり仲が深まりました．雨降って地固ま
るって感じですかね？ 雨降らずに固まらせることを，
次回の目的にしてみたいと思います．

写真 1. 会場の様子．若手，もしくは
学生の参加者が多く，積極的な議論が
行われていました．

二日目からは，正式に会議が始まりました（写真 1）．
学生やポスドクの参加者が多い事もあり，Early Career
Researcherセッションが多く組まれていました．プレ
ゼンテーションのレベルが高く，学びが多かったで
す．欧米ではプレゼンテーションに関する授業があっ
たりもするようですね．一度，プレゼンテーションに
関する講義を受けてみたいとも思いましたし，日本
人の若手研究者や学生にとっては有益だと感じまし
た．さて，自分はありがたいことに招待講演者として
呼んでもらいました．FLASH に関する講演をしまし
た．最近では水の放射線分解生成物の収率の線量率依
存性を評価するだけでなく，プラスミド DNA を使っ
た実験にも取り組んでいます．これらの結果を紹介す
ると共に，化学過程における反応がどのように生物効
果に影響を与えるのかを議論しました．会場からはシ
ミュレーションとの整合性に関する質問が出ました．
シミュレーションの開発を目的とした共同研究を進
めていくための議論を発表後にできたことは良かった
です．
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会期中には Notre Dame大学の Radiation Laboratory
の見学がありました．論文で読んでいた装置を間近
に見ることができて感激しました．特に静電加速器
が目を引いていました（写真 2）．また，ツアーでは
St. Josephを訪問しました．Michigan湖の周辺をゆっ
くり散歩しながら参加者らと雑談をしたりしながら過
ごしました．この頃には日本人のお二人はクーラー等
でダメージを受け，体調がすごく悪そうでした．

写真 2. アメフトボールを模した加
速器．写真では見にくいですが，選手
のサインがされていました．

ICIPは基本的に米国内で開催されるため，同国内か
ら多くの参加者が期待できます．しかしながら，本年
の会議では Tihany Symposiumと会期が近かったこと
もあり，欧州およびアジアからの参加者がほとんどい
ない状況でした．そのため，国際会議というよりは，
米国内の国内会議に参加したというのが率直な感想で
す．難しい点も多々あるとは思いますが，より多くの
参加者が見込めるように開催していただきたいと思い
ます．また，アジアにおいてもAsia Pacific Symposium
on Radiation Chemistry等を通じて放射線化学を盛り上
げていくことも必要なのではないかと考えさせられま
した．その中で，日本が存在感を示すことができれば，
素晴らしい事なのではないかと思います．自分も，国
内外問わず共同研究ネットワークを拡大し，存在感を
出していければと思います．

ICIPですが，次回は New Mexico州にて 2026年秋
ごろの開催予定です．都合のつく方は参加してみては
どうでしょうか？

(量子科学技術研究開発機構 楠本多聞)

第 15回 Tihany Symposium on Radiation Chemistry参加記

2024 年 8 月 23 日–28 日の会期で第 15 回 Tihany
Symposium on Radiation Chemistry がハンガリー，エ
ゲル（Eger）にて行われた．Tihany Symposium on Ra-
diation Chemistryは基本的に 4年周期でハンガリーの
Tihany 半島周辺で開催される放射線化学の国際会議
で，最初の開催は 1962年の放射線化学関連の国際会
議の中でも歴史の長いものである．私は前回，前々回
に引き続き，3回目の参加となった．COVID19の影響
により，前回（2019年 5月）からは 5年目での開催で
あったが，ホストしているハンガリーの面々はみなさ
ん元気な様子であった．みなさんとは，長年この会議
を Chair として主催してきた Erzsábet Takács博士や，

László Wojnárovits博士，前回から Chairとして活躍し
ている Renáta Homlok博士や Krisztina Kovács博士で
ある．会議の参加者は 80数名で，東欧諸国を中心に，
西欧，北米，南米，アジアからの参加者であった．本
邦からは名古屋大学，日本原子力研究開発機構，量子
科学技術研究開発機構，大阪大学（私）からの 4名の
参加であった．また，世界情勢，特にロシア－ウクラ
イナ間の状況や，イスラエルを取り巻く状況は，当該
諸国からの参加を難しくしていた．また，直近の会期
で米国にて行われた第 4回 International Conference on
Ionizing Processes 2024（ICIP2024）の影響もあったも
のと思われる．私自身も，Tihany Symposiumへの参加
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を決めていたため，他の事情も勘案して ICIP への参
加を残念ながら見送った．
さて，会議の様子であるが，各セッションは fun-

damental processes in radiation chemistry，application–
polymers，environmental protection（2セッション），en-
ergy saving，biopolymers，biopolymers，food irradiation，
nanomaterialsであった．また，László Wojnárovits博士
の 80歳記念セッションも 2セッション組み込まれて
いた．セッション名からはあまり感じられないかもし
れないが，前回と比較すると環境系の報告，特に水処
理の報告が増えたように思われる．また，放射線化学
反応自体を調べ上げた報告はそれほど多くなかった．
また，ポリマー，およびバイオポリマーに関する応用
は一部では活発で，企業のバックアップもされている
ものもあった．基礎研究としては米国，フランス，日
本で行われた研究結果が多く，つまり，利用できる装
置が整っていることに起因するものと思われる．装置
に関連して，加速器等の新設の報告はなかった．
ところで，今回会議が行われたエゲルは有名な保

養地で，温泉でも有名らしい．会場のホテルにも温泉
プールがあり，無料で利用できた．とはいえ，真面目
に会議に出ていたため，セッションとの時間の兼ね合
いで私自身は残念ながら？ 体験できなかった．この
Tihany Symposium は毎回アットホームな雰囲気の会
議で，今回は特にホストは毎晩アクティビティを用意
してくれていた．徒歩 20分ほどにあるハンガリー産
のワインを出すバーが 20件ほど集まったエリアで結
構な時間まで楽しんだ．このワインツアー？は半分以
上の参加者が参加したいのではないだろうか．また，
別の日はホテル併設のバーを貸切り，ボーリングとビ

リヤードを見たりやったりしながら交友を深める機
会を得た．エクスカーションは近くの古城見学であっ
たが，会議中に体調を崩したこともあり，残念ながら
参加せずに部屋で休まざるを得ない状況になったのは
実に残念であった．会議の最後，カンファレンスディ
ナーの後は，ヨーロッパの国際会議ではおなじみのダ
ンスタイムであった．
この会議の特徴は，他ではなかなか会うことのあま
りない東欧諸国の方の研究を聞いたり，関連研究者と
知り合ったりすることができる点ではないかと思う．
また，先述のとおり，アットホームな雰囲気で，忙し
すぎない日程であるため，この点でもある意味リラッ
クスして参加できるのではないかと思われるので，参
加したことのない方は，是非一度参加してみることを
お勧めする．次回開催は 4年後で，バラトン湖周辺で
の開催となる見込みである．

写真 . ハンガリーはどこでも広く平
ら．手前は向日葵畑，奥は葡萄畑．空
港と会場間の送迎バスの車窓から．

(埼玉大学大学院理工学研究科 神戸正雄)
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共同研究者の募集～氷の軟 X線照射による生成物の
酸素 K端 NEXAFS測定～

筆者らは，アラニン線量計を用いて軟 X線照射によ
るエネルギー付与を詳細に調べ，表面近傍で高密度に
生成したラジカルが再結合により消失し，単位線量あ
たりのラジカル生成量が減少することを見出した 1)．
これは，軟 X線照射が，局所的高エネルギー付与であ
ることを示唆する．ガンマ線照射とは異なり，軟 X線
照射においては，光電効果により内殻電子とオージェ
電子が放出され，エネルギーのより低い光電子に変換
されることが高エネルギー付与の原因と推測される．
光電子によるエネルギー付与の効果の詳細を考察す

るためには，酸素原子の殻のみを考慮すればよい水分
子への軟 X 線照射における X 線エネルギーの影響を
検討することが極めて重要である．Huartらは，安息
香酸水溶液に 215 eV，350 eV，400 eV，1280 eVの各
エネルギーの軟 X線を照射し，ヒドロキシ安息香酸の
生成量から OHラジカル生成量を見積もった．その結
果，1280 eVの X線照射で OHラジカル生成量が最小
になり，シミュレーションの結果とほぼ一致すること
を見出した 2)．しかし，Rajpalらによると，OHラジカ
ル三分子から生成するHO2 は，800 eVおよび 900 eV
の軟 X線照射で確認できなかった 3)．一方，Laffonら
は，20 Kで氷薄膜に 3 eV–900 eVの白色光を照射し，
酸素 K 端の NEXAFS を測定することで，OH ラジカ
ル（吸収エネルギー：526 eV），H2O2（533 eV），HO2

（529 eV），酸素（531 eV）の 4種の生成物を同時に観
測することに成功している 4)．
筆者らは，X 線エネルギーの影響を検討するため，

氷薄膜に単色軟 X線を照射し，酸素 K端の NEXAFS
測定で，氷から生成する生成物の生成比を調べる実験
（図 1）を計画している．溶存酸素を脱気した超純水の
蒸気を真空チャンバー内の金蒸着銅板（20 K に冷却
した試料ホルダー受けの端）に吹き付け，氷薄膜を作
成する．氷薄膜に単色軟 X 線を照射後，酸素 K 端の
NEXAFSを測定する．照射 X 線のエネルギーによる
生成比の変化，昇温による変化等を調べる．実験は，
高エネルギー加速器研究機構フォトンファクトリー
（KEK-PF）の BL-13を利用し，バリアブルリークバル
ブの上流側（真空チャンバー，試料ホルダー受け，マ

ニュピレータ，試料冷却システム，NEXAFS測定用マ
ルチチャンネルプレート等）は，PF所有の装置を使用
させていただく．なお，BL-13の装置担当者とはすで
に打ち合わせを行い，了解を得ており，2025年度開始
の実験課題として申請予定である．

図 1. Experimental apparatus.

さらに，PFでは新たなビーム開発が進んでおり，下
記のような研究展開が考えられる．

1. BL-11に建設中の 2ビーム（4 keV–13 keVおよ
び 0.05 keV–1.7 keV）利用による，照射中のラジ
カル生成の直接観測

2. OH ラジカルによるハロゲン化物イオン（X−）
の酸化で生成する X−2 および X−3 の昇温による
変化（＋ OHラジカルとの相対比較）

3. メタノール膜中に生成する CH3O ラジカルか
ら CH2OHラジカルへの昇温による変化の直接
観測

4. Hybridリングが建設されればパルス放射光を利
用した，溶液系での時間分解測定が可能

一方で，筆者は 2025年 3 月末で定年・再雇用職員
となるため，科研費含め研究業務の主担をするな，と
いわれており，中心となって研究を進めていただける
研究者を募集中である．PF でのマシンタイムは年に
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8回程度であり，エフォートは 5 %–10 %程度である．
興味をお持ちの方および学生を紹介いただける方

は，中川清子（nakagawa.seiko@iri-tokyo.jp）または横
谷明徳（yokoya.akinari@qst.go.jp）までご連絡いただ
きたい．

1) S. Nakagawa, A. Yokoya, M. Ohara, N. Usami, M.
Asada, M. Fujiwara,　 T. Nakamura, K. Ishikawa,
Radiat. Phys. Chem. 214 (2024) 111304.

2) L. Huart, C. Nicolas, J. A. Kaddissy, J.-M. Guigner,
A. Touati, M.-F. Politis, P. Mercere, B. Gervais, J.-

P. Renault, M.-A. H. Penhoat, J. Phys. Chem. A,
124 (2020) 1896.

3) A. Rajpal, L. Huart, C. Nicolas, C. Chevallard, J.-
M. Guigner, P. Dasilva, P. Mercere, B. Gervais, M.-
A. H. Penhoat, J.-P. Renault, J. Phys. Chem. B, 127
(2023) 4277.

4) C. Laffon, S. Lacombe, F. Boumel, Ph. Parent, J.
Chem. Phys., 125 (2006) 204714.

(東京都立産業技術研究センター 中川清子)
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第 120回日本放射線化学会理事会議事録

日時 令和 6年 4月 5日（月）18:00–
場所 オンライン（Zoom）
出席者 青木昭二（イー・シー・イー），浅井圭介（東

北大院工），池田時浩（理研），岡壽崇（原子力
機構），奥村康之（NHVコーポレーション），勝
村庸介（原子力システム研究懇話会），熊谷純
（名大），砂川武義（福井工大），関修平（京大
院工），高橋憲司（金沢大），田川精一（阪大産
研），田口光正（量研），辻正治（九大），中川
清子（都産技研），南波秀樹，林慎一郎（広島国
際大），平出哲也（原子力機構），廣木章博（量
研），前川康成（量研），間嶋拓也（京大），真
嶋哲朗（阪大産研），室屋裕佐（阪大産研），山
下真一（東大），山路稔（群馬大院工），楊金峰
（阪大産研），鷲尾方一（早大理工学術院），越水
正典（静大電子研）

議題

1. 前回（第 119回理事会）議事録（案）（事務局）
• 第 119回理事会の議事録が確認された（事
務局）．

2. 令和 5年度役員等名簿（事務局）
• 令和 5 年度の新役員等名簿が承認された
（事務局）．斎藤恭一氏（早大理工総研）の
退任が承認された（事務局）．

3. 令和 5年度賛助会員名簿（事務局）
• 令和 5年度賛助会員名簿が紹介された（事
務局）．

4. 予算執行状況（事務局）
• 予算執行状況が紹介された（事務局）．

5. 入退会者一覧（事務局）
• 入退会者一覧が示され，4名（正会員 3，学
生会員 1）の入会，4名（正会員 4）の退会，
3名（正会員 1，学生会員 2）の除名，正会

員 1名の物故が報告された（事務局）．正会
員 2名の退会が承認された（事務局）．

6. 会員内訳（事務局）
• 会員について，会員内訳が報告された（事
務局）．

7. 令和 5年度学会スケジュール（事務局）
• 令和 5年度学会スケジュールが報告された
（事務局）．

8. 第 66回放射線化学討論会決算報告
• 第 66 回放射線化学討論会の決算について
報告がなされた（熊谷氏）．

9. 第 67回放射線化学討論会開催予定の報告
• 第 67回放射線化学討論会について，広島大
学での開催予定について，概要が報告され
た（林氏）．

10. 放射線化学賞
• 放射線化学賞の受賞候補として推薦された

2 件の選考について，選考委員長から 2 件
とも受賞に値する業績であることが報告さ
れた（高橋会長）．これら 2件の受賞につい
て承認された．

11. その他
• 学会誌へのアクセスのパスワードについて，

My ページへの記載の可能性についての提
議があった．また，そもそもパスワードが
必要なのかについての議論があった．さら
に，郵送によるパスワードおよび会費請求
の手法や往復はがきを用いた総会出欠連絡，
あるいは業務委託の要否など，運営方法の
改革についての多くの提言があった．

以上
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令和 6年度役員等名簿（令和 6年 10月 8日現在）

会長 高橋憲司（金沢大工）
副会長 砂川武義（福井工大） 研究推進担当

前川康成（量研・高崎） 応用研究推進担当
中川清子（都立産技研） サイエンス連合担当
浅井圭介（東北大院工） 事務局担当

常任理事 奥村康之（NHVコーポレーション） 辻正治（九大）
丑田公規（北里大理） 永石隆二（原子力機構・東海）
伊藤賢志（産総研） 真嶋哲朗（阪大産研）
室屋裕佐（阪大産研） 堀邊英夫（大阪公立大）
鷲尾方一（早大理工学術院） 田口光正（量研・高崎）

理事 熊谷純（名大） 駒口健治（広大院工）
中村一隆（東京科学大） 青木昭二（イー・シー・イー）
鈴木信三（京産大理） 泉佳伸（福井大）
関修平（京大院工） 山路稔（群馬大院理工）
林慎一郎（広島国際大） 加藤隆二（日本大）
田中真人（産総研） 菊間博之（いいえんじ）
岡壽崇（原子力機構・東海） 廣木章博（量研・高崎）
古澤孝弘（阪大産研） 山下真一（東大院工）
越水正典（静大電子研） 池田時浩（理研）
楊金峰（阪大産研） 山沖留美（大阪薬大）
間嶋拓也（京大院工）

監事 勝村庸介（原子力システム研究懇話会） 平岡賢三（山梨大工）
顧問 田川精一（阪大工・阪大産研） 籏野嘉彦

市川恒樹（北大院工） 南波秀樹
小嶋拓治（ビームオペレーション） 中川和道（神戸大）

編集委員会 委員長：田口光正（量研・高崎） 山下真一（東大院工）
主任：林慎一郎（広島国際大） 伊藤賢志（産総研）
熊谷純（名大） 岡壽崇（原子力機構・東海）
増田明彦（産総研） 田中真人（産総研）
神戸正雄（埼玉大院理工） 藤井健太郎（量研・関西（仙台））
佐伯誠一（量研・高崎） 宇部道子（千代田テクノル）
樋川智洋（原子力機構・東海） 竹内夕桐子（ブリッジス）
加藤昌弘（産総研） 青木祐太郎（福井工大）

企画継承委員会 委員長：越水正典（静大電子研） 須郷由実（量研・高崎）
駒口健治（広大院工） 藤井健太郎（量研・関西（仙台））
柴田裕実（神戸大） 室屋裕佐（阪大産研）
中川和道（神戸大）

国際交流委員会 委員長：室屋裕佐（阪大産研） 泉佳伸（福井大）
田口光正（量研・高崎） 林銘章（中国科技大）
楊金峰（阪大産研）

事務局 浅井圭介（東北大院工） 越水正典（静大電子研）
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本 会 記 事

令和 5年度会計決算報告書（令和 6年 8月 31日現在）
収入の部 （単位：円）
項目 R5年度予算案 R5年度決算 内容等
賛助会員（14社 24口） 240,000 230,000 R5年度契約数 24口（14社），未納 1口
個人会員（163名）
正会員（142名） 715,000 660,000 正会員 142名（未納 31名：累計 367,000円）
学生会員（6名） 16,500 4,500 学生会員 6名（未納 4名：累計 25,500円）
雑収入（利息等） 5,000 308,673 著作権料 109,510円

熊谷先生より第 66回討論会剰余金返還 199,016円
受取利息（国際文献分 103円，事務局分：44円）

積立基金からの繰り込み – –
前年度繰越金 2,177,123 2,177,123

合計 3,153,623 3,380,296

支出の部
項目 R5年度予算案 R5年度決算 内容等
通信連絡費 20,000 1,110 レターパック
振込手数料 – 3,995 国際文献社分 165円，事務局分 3,830円
事務委託費 R5.6–8月分 71,475円
年間業務費 700,000 604,957 R5.9–11月分 392,660円

R5.12–R6.2月分 70,356円
R6.3–5月分 70,466円

会議費 22,110 23,375 Zoom（Standard Proプラン）1年契約
放射線化学討論会援助 200,000 200,000 第 66回放射線化学討論会：200,000円
先端放射線化学 100,000
シンポジウム補助
若手の会夏の学校補助 70,000 –
学会賞 100,000 – 学会賞楯（昇栄産業）3名分
企画継承委員会経費 75,000 –
国際交流委員会経費 75,000 –
編集委員会経費 200,000 59,400 Dropbox利用料金（59,400円）
日本放射線研究連合負担金 50,000 50,000 R4年度会費：50,000円
日本化学連合 10,000 10,000 R5年度会費：10,000円
化学系学協会連絡会会費
ホームページ運営費 60,000 7,265 ドメイン利用料金 2,249円

レンタルサーバー利用料金 5,016円
予備費 200,000 –
次年度繰越金 1,882,110 2,420,194

合計 3,153,623 3,380,296
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令和 5年度入退会者一覧

入会
会員種別 会員番号 会員名 所属機関名 紹介者

正会員 767 佐藤健 東京大学工学系研究科
正会員 768 千田充久 一般財団法人放射線利用振興協会 澤井友次
正会員 769 小畑結衣 東京大学工学系研究科，原子力専攻 山下真一
正会員 770 北村剛将 日本原子力研究開発機構 岡壽崇

退会
会員種別 会員番号 会員名 所属機関名 退会日

正会員 146 斎藤恭一 早稲田大学理工学術院　鷲尾研究室気付 2024/8/31

正会員 218 竹中康之 北海道教育大学　教育学部函館校 2023/10/30

正会員 460 高柳敏幸 埼玉大学理学部基礎化学科 2024/8/31

正会員 483 川井清彦 大阪大学産業科学研究所　真嶋研究室 2023/12/4

正会員 549 山脇正人 産業技術総合研究所つくば中央第 5事業所計測標準研究部門 2023/10/10
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令和 6年度日本放射線化学会賛助会員

住友電気工業（株）
http://sumitomoelectric.com/jp

（株）NHVコーポレーション
http://www.nhv.jp

ビームオペレーション（株）
http://www.beamope.co.jp

（一財）放射線利用振興協会
http://www.rada.or.jp

（株）イー・シー・イー
http://www.ece.ebara.com

（株）ブリッジス
http://bridges-jp.com

ヨシザワ LA（株）
http://www.yoshizawa-la.co.jp

岩崎電気（株）
http://www.iwasaki.co.jp

量子科学技術研究開発機構
http://www.qst.go.jp

東邦金属（株）
http://www.tohokinzoku.co.jp

（株）イング
http://www.ing-co.jp

（公社）日本アイソトープ協会
http://www.jrias.or.jp

（株）千代田テクノル
http://www.c-technol.co.jp

いいえんじ合同会社
http://www.iieng.jp
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